




ア原告ら

（ｱ）原告市民オンブズパーソン栃木は，栃木県内に事務所を有する地方公

共団体等の不正及び不当な行為を監視是正することを目的として結成さ

れた法人格のない社団である。

（ｲ）原告市民オンブズパーソン栃木を除く原告らは，いずれも栃木県の住

民である。

イ被告

（ｱ）被告は，栃木県知事である.

（ｲ）原告らが被告に対して損害賠償請求をすることを求めた相手方である

福田富一は，平成１６年１２月９日から現在まで栃木県知事の地位にあ

る者である。

思川開発事業の概要（甲Ｃ４７の１～３，４．８，６３，６４，乙１ないし

３３，５０ないし５９）

ア事業の概要

思川開発事業は，独立行政法人水資源機構が事業主体となり，総事業費

を約１８５０億円として，南摩ダム建設地点における洪水調節，黒川，南

摩川，思川及び利根川の流水の正常な機能の維持並びに栃木県等の水道用

水の取水（利水）を可能とすることを目的として，利根川水系渡良瀬川の

支川思川の上流南摩川がある栃木県鹿沼市内に南摩ダムの建設等を行うも

のである。

水資源開発公団法（平成１４年２月１８日の独立行政法人水資源機構法

の施行後は独立行政法人水資源機構法）は，水資源開発公団（平成１４年

２月１８日の独立行政法人水資源機構法の施行後は独立行政法人水資源機

構）が，ダム等の水資源開発施設の新築又は改築を行おうとするときは，

主務大臣が，水資源開発基本計画に基づいて事業実施方針を定め，事業実

施方針に基づいて事業実施計画を作成することとする（水資源開発公団法
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１９条１項，２０条。独立行政法人水資源機構法１３条１項及び同条３

項）と定めている。

昭和３７年８月に水資源開発促進法４条１項に基づき策定された利根川

水系における水資源開発基本計画が，昭和４５年７月に変更されて思川開

発事業が同計画に追加され，平成６年１１月に事業実施計画が認可され，

平成１０年９月に南摩ダムが水源地域対策特別措置法に基づくダムに指定

され，､平成１２年４月及び平成１４年４月に事業実施計画変更が認可され

た。

被告の公金の支出に至る経緯

同独立行政法人水資源機構法２５条１項

独立行政法人水資源機構法２５条1項は，「(独立行政法人水資源）

機構は，水資源開発施設を利用して流水を水道若しくは工業用水道の用

に供する者（中略）に，政令で定めるところにより，当該水資源開発施

設の新築又は改築及び管理並びにこれについての災害復旧工事に要する

費用（中略）を負担させるものとする｡］と規定し，同法施行令２９条

に費用の範囲，同施行令３０条に負担金の額，同施行令３１条に支払方

法を規定している。

独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく費用負担については，

平成６年３月１６日に水資源開発公団法１９条２項により事業実施方針

に関する意見照会がされ，栃木県は同年４月８日にこれに対する回答を

し，同年５月３１日に事業実施方針が決定され，その後，平成６年７月

６日に水資源開発公団法２０条１項に基づく事業実施計画の協議がされ，

栃木県は同年９月２７日にこれに対する回答をし，同年１１月２５日に

事業実施計画が認可された。

平成１１年９月２７日に事業実施方針変更（第１回）の意見照会がさ

れ，栃木県は同年１０月２８日にこれに対する回答をし，同年１１月１
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８日に事業実施方針変更決定がされ，同月１９日に事業実施計画変更

（第１回）の協議及び水資源開発公団法２０条２項に基づく水資源開発

施設を利用して流水を水道若しくは工業用水道の用に供する者（以下

「利水者」という。）としての意見照会及び費用負担についての同意請

求がされ，栃木県は平成１２年２月１５日に協議に対する回答，意見照

会に対する回答及び費用負担についての同意をし，同年４月５日に事業

実施計画変更が認可された。

平成１３年１２月５日に事業実施方針変更（第２回）の意見照会がさ

れ，栃木県は同月２１日にこれに対する回答をし，平成１４年３月１日

に事業実施方針変更決定がされ，同月４日に事業実施計画変更（第２

回）の協議及び水資源開発公団法２０条２項に基づく利水者としての意

見照会及び費用負担についての同意請求がされ，栃木県は同月２９日に

協議に対する回答，意見照会に対する回答及び費用負担について同意し，

同年４月１２日に事業実施計画変更が認可された。．
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(ｲ）独立行政法人水資源機構法２１条３項

独立行政法人水資源機構法２１条１項は，「国は，特定施設の新築又

は改築に要する費用（特定施設の新築又は改築に関する事業が廃止され

たときは，その廃止に伴い追加的に必要となる費用を含む。）のうち，

洪水調節に係る費用その他政令で定める費用を機構に交付するものとす

る。」と規定し，同条３項は，「都道府県は，第１項の規定により国が

機構に交付する金額の一部を負担しなければならない。」と規定し，同

条４項は，「前項の規定による都道府県の負担割合その他同項の規定に

よる都道府県の負担金に関し必要な事項は，政令で定める。」と規定し

ている。

同法施行令２２条１項は，「法第２１条第３項の規定により同条第１

項の交付金の一部を負担する都道府県は，当該交付金に係る特定施設の
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新築又は改築で治水関係用途に係るものにより利益を受ける都道府県と

する。」と定め，同条２項は，「法第２１条第３項の規定により当該都

道府県が負担する負担金の額は，当該特定施設に係る同条第１項の交付

金の額（法第２４条第１項の負担金があるときは，当該負担金の額を控

除した額。次項において同じ｡）から事務取扱費の額を控除した額に，

次の各号に掲げる場合の区分に応じて，当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。」とし，同項２号は，「前項の都道府県が２以上である

場合国士交通大臣が当該特定施設の新築又は改築で治水関係用途に係

るものにより当該都道府県の受ける利益の程度を勘案し，かつ，当該都

道府県知事の意見を聴いて，当該都道府県につき定める割合に３分の１

（当該都道府県が適用団体であるときは，前号ただし書の割合）を乗じ

て得た割合」としている。

建設大臣（当時）は，平成６年１０月２１日，思川開発事業の事業実

施計画について，栃木県に対し，水資源開発公団法施行令１６条２項２

号（当時。現在の独立行政法人水資源機構法施行令２２条２項２号）に

よる意見照会を行い,`栃木県は同年１２月２１日これに対する回答をし，

平成７年１月１８日，建設大臣から栃木県に対し負担割合通知がされた。

国土交通大臣は，平成１４年２月２６日，思川開発事業の事業実施計

画について，栃木県に対し，独立行政法人水資源機構法施行令２２条２

項２号による意見照会を行い，栃木県は同年３月２９日これに対する回

答をし）国士交通大臣は，同年４月１日，栃木県に対し負担割合通知を

した。
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(ｳ）水源地域対策特別措置法１２条１項

水源地域対策特別措置法１２条１項は，ダムの建設による影響を緩和

するなどのために必要な事業として実施するもの（以下「整備事業」と

いう。）の事業主体として経費を負担する地方公共団体は，当該ダムに



より利水又は治水上の利益を受ける者（以下「下流受益者」という。）

と協議して，その負担する経費の一部を下流受益者に負担させることが

できる旨規定している。

南摩ダムは平成１０年９月１７日に水源地域対策特別措置法９条所定

のダムに指定され，栃木県鹿沼市上南摩町及び西沢町は平成１７年２月

１０日に水源地域の指定の公示がされたところ，栃木県は，同年３月１

７日，南摩ダムに係る整備事業として，「利根川水系南摩ダムに係る水

源地域整備計画」を決定した。

ロ財団法人利根川･荒川水源地域対策基金

財団法人利根川・荒川水源地域対策基金は，昭和５１年１２月２２日，

利根川・荒川水系における水没関係住民の生活再建と水没関係地域の振

興対策に必要な資金の貸付け，交付等の援助及び調査を行うことにより，

ダム等の建設の促進，水没関係住民の生活安定，水没関係地域の発展に

＿資することを目的として設立された財団法人であり，その事業費につい

ては，利根川・荒川水系に建設されるダム等の施設ごとに，ダムの建設

により利益を受ける地方公共団体がその負担割合に応じて負担すること

とされている。

栃木県,､茨城県，埼玉県及び千葉県は，平成１２年３月３１日，南摩

ダムについて「利根川水系思川開発施設建設事業に伴う財団法人利根川

・荒川水源地域対策基金の事業に要する経費の負担についての協定書」

を締結して暫定的な負担割合を定め，平成１４年３月１日，変更協定を

締結し，栃木県の負担割合を３４．８９パーセントとした（栃木県の負

担割合のうち７．５７パーセントは栃木県小山市が負担する。）。

(3)湯西川ダム建設事業の概要（甲Ｄ１ないし４，乙３４，４２ないし４９）

ア事業の概要

湯西川ダム建設事業は，国（国土交通省）が事業主体となり，総事業費

、
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を１８４０億円として，鬼怒川及び利根川本川下流における洪水調節，流

水の正常な機能の維持，かんがい，水道及び工業用水道の取水を目的とし

て，利根川水系鬼怒川支川場西川（－級河川）がある栃木県塩谷郡栗山村

内に湯西川ダムの建設等を行うものである。

湯西川ダムは，昭和５５年１２月に改定された「利根川水系工事実施基

本計画」において，鬼怒川について既設の五十里ダム，川俣ダム及び建設

予定の川治ダムに加えて，新規ダムの建設を検討することとされたことに

伴い計画されたものであり，特定多目的ダム法に基づく湯西川ダムの建設

に関する基本計画が昭和６１年３月に公示され，その後，湯西川ダムの建

設に関する基本計画は，平成１２年１０月，平成１６年１０月に変更され

た。

被告の公金の支出に至る経緯

(ｱ）河川法６０条１項

河川法６０条１項は，「都道府県は,,その区域内における－級河川の

管理に要する費用（中略）については，政令で定めるところにより，そ

の２分の１，(改良工事のうち政令で定める大規模な工事（次項において，

「大規模改良工事」という。）に要する費用にあってはその１０分の３，

その他の改良工事に要する費用にあってはその３分の１，維持及び修繕

に要する費用にあってはその１０分の４．５）を負担する。」と規定し，

同法施行令３８条１項は，「国土交通大臣は，その行なう一級河川の管

理に要する費用の負担に関し，法第６０条第１項又は第６３条第１項の

規定によりその費用を負担すべき都道府県に対し，それぞれその負担す

べき額を納付すべき旨を通知しなければならない。（略）」と規定して

、
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け）水源地域対策特別措置法１２条１項

上記のとおり，水源地域対策特別措置法１２条１項は，整備事業の事
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業主体として経費を負担する地方公共団体は，下流受益者と協議して，

その負担する経費の一部を下流受益者に負担させることができる旨規定

している。

湯西川ダムは，昭和６１年３月１８日に水源地域対策特別措置法９条

所定のダムに指定されており，栃木県塩谷郡栗山村大字西川及び同郡大

字湯西川は平成９年１１月１７日に水源地域の指定の公示がされ，栃木

県は，平成１０年１月３０日，湯西川ダムに係る整備事業としてＪ「利

根川水系湯西川場西川ダムに係る水源地域整備計画」を決定した。

栃木県，茨城県及び千葉県は，平成１０年５月１２日，上記整備事業

に要する費用を下流受益者に負担させるため，「利根川水系湯西川場西

川ダムに係る水源地域整備事業に要する下流受益者負担に関する協定

書」及び「利根川水系揚西川場西川ダムに係る水源地域整備事業の実施

及び負担金の取扱い等に関する覚書」を締結した。/

栃木県，栗山村を代表する栃木県及び宇都宮市は，上記の協定等にお

いて定められた栃木県の負担分に下流受益者たる宇都宮市の負担分が含

まれていたことから；同日，「利根川水系湯西川場西川ダムに係る水源

地域整備事業に要する下流受益者負担に関する協定書」及び「利根川水

系揚西川場西川ダムに係る水源地域整備事業の実施及び負担金の取扱い

等に関する覚書」を締結し，また，上記の各協定は，いずれも事業主体

である栃木県及び栗山村を代表する栃木県と下流受益者との間で締結さ

れたもので，事業主体としての栃木県と栗山村との間で経費の負担調整

をする必要があったため，栃木県と栗山村は，同日，両者間で経費の負

担調整をするために「利根川水系湯西川場西川ダムに係る水源地域整備

事業に要する経費の負担調整に関する協定書」を締結した．

八シ場ダム建設事業の概要（甲Ｂ３２，乙３５ないし４１）

事業の概要
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八シ場ダム建設事業の事業主体は国（国土交通省）であり，総事業費を

約４６００億円として利根川水系上流のダム群とともに利根川下流部の洪

水被害を軽減するとともに，首都圏の都市用水の開発を行うことなどを目

的として，利根川水系吾妻川の中流にある群馬県吾妻郡長野原町内に八ツ

場ダムの建設等を行うものである。

八シ場ダム建設事業は，昭和２２年９月のカスリーン台風による利根川

の氾濫を契機として，建設省（当時）が，昭和２４年２月に利根川改修改

定計画を策定し，昭和２７年５月に予備調査を開始し，平成９年法律第６

９号による改正前の河川法１６条１項に基づく「利根川水系工事実施基本

計画」（同改正後は，同法１６条１項に基づく「利根川水系河川整備基本

方針」）において利根川の洪水調節施設とされ，昭和６１年７月，平成１

：１年法律第１６０号による改正前の特定多目的ダム法４条１項，５項に基

づき，建設に関する基本計画が告示された。

イ被告の公金の支出に至る経緯

河川法６３条１項は，「国士交通大臣が行なう河川の管理により，第６

０条第１項の規定により当該管理に要する費用の一部を負担する都府県以

外の都府県が著しく利益を受ける場合においては，国土交通大臣は，その

受益の限度において，同項の規定により当該都府県が負担すべき費用の一

部を当該利益を受ける都府県に負担させることができる。」と規定し，同

条２項は「国土交通大臣は，前項の規定により当該利益を受ける都府県

に河川の管理に要する費用の一部を負担させようとするときは，あらかじ

め，当該都府県を統轄する都府県知事の意見をきかなければならない」と

規定し，同法施行令３８条１項は，「国土交通大臣は，その行う－級河

川の管理に要する費用の負担に関し，法第６０条第１項又は第６３条第１

項の規定によりその費用を負担すべき都道府県に対し，それぞれその負担

すべき額を納付すべき旨を通知しなければならない。（以下略）」と規定
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している。

建設大臣（当時）は，八シ場ダムの建設により栃木県足利市，佐野市，

藤岡町の一部が治水上の利益を受けるとして，昭和５６年１月２２日，利

根川水系工事実施基本計画につき意見照会を行い，被告は同年２月６日に

これに対する回答をし，建設大臣は，栃木県に対し，同年３月２日，負担

割合を通知した。

国土交通大臣は，栃木県に対し，平成１５年１２月８日，八シ場ダム基

本計画の変更について意見照会を行い，被告は平成１６年２月１９日にこ

れに対する回答をし，国土交通大臣は，栃木県に対し，同年９月２８日，

負担割合を通知した。

(5)公金の支出額

思川開発事業，湯西川ダム建設事業及び八シ場ダム建設事業について，平

成１６年１２月９日から平成２２年６月１０日までの間に支出された負担金

の額は，次のとおり合計８１億８７５６万３３７４円である。

ア思川開発事業

（ｱ）独立行政法人水資源機構法２５条１項

支出額なし（事業完了後の割賦支払となる見通しであり，その場合，

独立行政法人水資源機構が，栃木県と協議し，国士交通大臣及び主務大

臣の認可を受け，支払期間，始期，利子率等を定めることとなる（独立

行政法人水資源機構法施行令３１条））。

Ｗ）独立行政法人水資源機構法２１条３項

３６億３１９２万７４９９円

（ｳ）水資源対策特別措置法ユ２条１項１号

３億８８５５万８０００円

（ｪ）思川開発事業に関する財団法人利根川・荒川水源地域対策基金の事業

経費負担金

、
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１億４７０５万９４８８円

イ湯西川ダム建設事業

（ｱ）河川法６０条

３３億７３３７万４２９４円

（ｲ）水源地域対策特別措置法１２条１項１号

４億５０８２万７０００円

ウ八シ場ダム建設事業

河川法６３条

１億９５８１万７０９３円

（６）原告らは，栃木県監査委員に対し，平成１６年９月１０日付けで本訴請求

と同内容の勧告を求めて住民監査請求を行ったところｊ同監査委員は，同年

１０月１２日，監査請求を却下した。（甲Ａ１）

（７）原告らは，平成１６年１１月９日，本件訴えを提起した。

２争点

（１）思川開発事業

（本案前の争点）

被告が思川開発事業から撤退しないことは，「怠る事実」（地方自治法２

４２条の２第１項柱書）すなわち財産の管理を怠る事実に当たるか。

（本案の争点）

思川開発事業に係る被告の次の負担金の支出は，「違法な行為」（地方自

治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たるか。

ア独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく建設負担金）

イ独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく負担金

ウ水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経

費負担金及び財団法人利根川・荒川水源地域対策基金の事業経費負担金

（２）湯西川ダム建設事業

、
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湯西川ダム建設事業に係る被告の次の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

か。

ア河川法６０条に基づく負担金

イ水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経

費負担金

(3)八.シ場ダム建設事業

八シ場ダム建設事業に係る被告の次の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

、

￣

經
巴

力｡。

河川法６３条に基づく負担金

争点に関する当事者の主張

争点(1)

本案前の争点（被告が思川開発事業から撤退しないことは，「怠る事実」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち財産の管理を怠る事実に当

たるか.）

（被告の主張）

思川開発事業から撤退するか否かは水資源行政上の判断であるのみならず，

国士交通大臣の設定行為によって発生するダム使用権の設定行為前の設定予

定者の権利義務は，地方自治法２３７条１項の「財産」，地方財政法８条の

「財産」及び地方自治法２４２条１項の「財産」のいずれにも当たらない。

したがって，思川開発事業から撤退しないことは財産の管理を怠る事実に

当たるものではなく，怠る事実の違法確認を求める訴えは不適法である。

（原告らの主張）

被告の主張は争う。

特定多目的ダム法が適用されるダムに係るダム使用権は物権とされ（特定
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多目的ダム法２０条），ダム使用権設定予定者の地位は，ダム使用権を設定

してその引渡しを受けるべき地位であり，法的には物権引渡請求権とみるべ

きであるから，地方自治法２３８条１項４号の「地上権，地役権研鉱業権そ

の他これらに準ずる権利」又は同項７号の「出資による権利」に当たる。こ

の点，独立行政法人水資源機構法には明文の規定はないものの，水資源開発

施設新築等の事業への参加は，特定多目的ダム法のダム使用権設定申請と同

様に，独立行政法人水資源機構の水資源開発事業に参加して水源を確保する

ことができる権利（水源保有権）の設定申請であって，同事業からの撤退は，

水源保有権の取得の辞退に相当するものである。

そうすると，水資源開発施設新築等の事業への参加は，ダム使用権設定予

定者の地位と実体を同じくし，物権である水源保有権の設定を受けるべき地

位とみなしうるから，地方自治法２３８条１項４号の「地上権，地役権，鉱

業権その他これらに準ずる権利」又は同項７号の「出資による権利」に該当

する。

(2)本案の争点（思川開発事業に係る被告の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

か。）

（原告らの主張）

ア独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく建設負担金

被告が独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく負担金を支出する

ことは，売れる見込みのない水を確保するために費用を負担する点におい

て地方財政法３条２項に反し，また，必要のない経費の支出を禁じた地方

自治法２条１４項，地方財政法４条１項，違法な行為に対する支出を禁じ

た地方自治法２条１６項，同法１３８条の２，さらに，政策の再評価義務

にも違反する。

栃木県は，思川開発事業により水道用水を確保する必要があると判断し
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て同事業に参画し，水道用水を水道事業者に売却することを予定している。

しかし，南摩ダムは，計画どおりに貯水できない欠陥を有し，水源の確

保は不可能である上，そもそも栃木県は水余りの状況にあるから新たな利

水の必要はなく，また，水道用水を水道事業者に売却できる見込みもない。

被告は，独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく思川開発事業に

ついて利水者として参画すべきでないとの判断をして同事業から撤退して

負担金の支払を免れることができるのであり，事業に参画した後の状況の

変化に応じて政策を再評価した上でこれを政策に反映すべき義務があるの

に，これを怠っている。

イ独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく負担金

、南摩ダムは，治水上の効果を有しておらず，これにより栃木県が利益

を受けることはないから，独立行政法人水資源機構の独立行政法人水資

源機構法２１条３項に基づく賦課行為は違法であり,この賦課行為に応

じて被告が負担金を支出することは，必要のない経費の支出を禁じた地

方自治法２条１４項，地方財政法４条１項，違法な行為に対する支出を

禁じた地方自治法２条１６項，同法１３８条の２に違反する。

被告が独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づき負担金を支出す

るのは，思川開発事業による洪水調節の利益を受けるためであるから，

栃木県が洪水調節の利益を受けることがない場合は〆独立行政法人水資

源機構の賦課行為は同項に違反するものであり，栃木県は，同項及び地

方財政法２５条３項違反を理由に負担金の支出を拒むことができるので

あって，被告による負担金の支出が違法となるのが，国土交通大臣の賦

課行為が著しく合理性を欠きそのために予算執行の適正の確保の見地か

ら看過し得ない暇疵が存する場合に限られることはない。

（ｲ）違法事由

ａ治水効果
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思川開発事業における治水効果の計算は窓意的ないし誤りである。

また，思川開発事業の治水計画を前提としても，南摩ダムの治水効

果は極めて小さく，栃木県が洪水調節の利益を受けることはない。

すなわち，治水計画が南摩ダム建設の前提とする思川乙女地点にお

ける基本高水流量毎秒４０００立方メートル及びこれを前提とした計

画高水流量毎秒３７００立方メートルは，いずれも科学的根拠に基づ

かない過大な値である。

また，南摩ダムに流入するとされる洪水の計画流入量毎秒１３０立

方メートルも科学的根拠に基づかない過大な値であり，思川に対する

治水効果を検討する際の計算方法も非現実的な方法である。

さらに，利根川に対する治水効果を考慮するに当たっては，渡良瀬

遊水池による洪水調節作用を看過している。

ｂ環境影響評価義務違反

独立行政法人水資源機構の独立行政法人水資源機構法２１条３項に

基づく賦課行為は，思川開発事業において，絶滅のおそれのある野生

動植物種の保存に関する法律で国内希少野生動植物種として指定され

たクマタカ，オオタカ及びハヤブサをはじめとする野生動植物その他

の自然環境に極めて重大な影響を及ぼすおそれがあるのに，条理法上

及び生物多様性条約に基づく適切な環境影響評価をすべき義務を怠っ

た違法がある。

水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経

費負担金及び財団法人利根川ｑ荒川水源地域対策基金の事業経費負担金

思川開発事業は，治水上も利水上も必要がなく，事業費用等の増加額も

予測することができず，事業を進めることによって回復することのできな

い経済的，社会的損失をもたらすものである。

水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経
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費負担金及び財団法人利根川・荒川水源地域対策基金の事業経費負担金に

係る各協定を締結した当事者は,思川開発事業が,栃木県にとって必要の

ない事業であることを当然知り，また知り得べきであったから，各協定は

心裡留保により無効である。

被告は，適時政策再評価・反映義務に基づく財務会計上の義務として，

上記協定に基づく下流受益者との協議及び財団法人利根川・荒川水源地域

対策基金事業に基づく各年度における負担額決定のための細目協議を拒否

すべき義務に違反しており，被告による負担金の支出は，必要のない経費

の支出を禁じた地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項に違反する。

(被告の主張）

ア独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく建設負担金

そもそも，独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく負担金の支払

は，その支払期間，始期，元利支払の方法，利子率等を定めなければなら

ず，これを定めるについては，あらかじめ負担金を負担すべき者と協議す

るとともに，国土交通大臣及び主務大臣の認可を受けなければならないと

されているところ（独立行政法人水資源機構法施行令３１条），現時点に

おいて，未だその協議もされず，負担金の支出は現実化していないから，

財務会計上の義務違反の有無を論じる段階ではない。

また，栃木県は，県北地域の北那須水道用水事業供給事業と県央地域の

鬼怒水道用水事業以外は市町等水道事業者が水道事業を営んでいるところ，

県南地域の関係市町は，水道事業者として，将来の水道普及率増に伴う新

規需要や地下水位，地下水汚染，地盤沈下対策等を総合的に考慮し，多様

で安定的な水源を確保するため，利水行政上の判断により要望水量を決定

し，被告もそれを妥当なものと判断し，思川開発事業に参画して毎秒０．

８２１立方メートルの水道水を確保することとしたものである。

表流水確保の必要性は，現時点の状況や水需要の実測値のみならず，将
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来の人口や経済成長率等様々な要因を踏まえた長期的な水需要予測，現有

水源の状況，地盤沈下や渇水発生の危険性等を総合的に考慮して判断しな

ければならないところ，県南地域は，水源の大部分を地下水に依存してお

り，地下水汚染や異常気象による地下水位の低下などが懸念される上，地

盤沈下も依然進行しているため，表流水への転換を進めることによりリス

クを分散して危機管理を強化する必要があり，栃木県が思川開発事業によ

り表流水を水道の用に供することとした判断について裁量権の逸脱濫用は

ない。

イ独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく負担金

（、思川開発事業に係る独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく負

担金支払義務は，同項，同条４項及び同法施行令２２条の規定に基づく

所定の手続を経た国土交通大臣の賦課行為によって，栃木県の意思とは

かかわりなく発生するものであり，同法施行令２２条２項２号所定の意

見照会は，国土交通大臣が栃木県の負担割合を定めるについてその意見

を反映させるためのものであり，同意見照会に対する栃木県の回答が支

出負担行為に当たることはない。

したがって，思川開発事業が法的に不存在であるとか，思川開発事業

が無効であるなどの事情がない限り，被告の負担金の支出が財務会計法

規上違法となる余地はない。

（ｲ）原告らの主張は，被告の公金の支出の違法事由に当たらず失当である。

ａ治水効果について

昭和５５年１２月の利根川水系工事実施基本計画の改定において，

基本高水ピーク流量は，確率流量と既往最大流量の推定流量のうちい

ずれか大きい値を採用することとされた。確率流量の算定に用いる流

量データは流域の降雨量データから推定することが可能であり，思川

乙女地点の基本高水流量については，流域の降雨量データが存在する
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昭和１１年からの降雨量データを用いて流量データを推定した上で，

１／１００確率流量である毎秒４４００立方メートルが採用されたも

のである。原告らは，実測されている昭和２８年以降の流量データを

用いるべきであるとするが，同年以前にカスリーン台風等による大き

な洪水が発生しており，このような大きな洪水を検討の対象としない

ことはそもそも基本高水流量の検証において意味がない。

南摩ダムは，計画流入量毎秒１３０立方メートルの洪水が流入し，

このうち毎秒１２５立方メートルの洪水調節を行い，思川乙女地点の

洪水ピーク流量を毎秒６５立方メートル削減することができ，治水効

果があることは明らかである。計画流入量毎秒１３０立方メートルの

算定に当たって用いた流量のうち，平成３年８月の洪水時の流量は，

観測結果がなく推定した値であるものの，最大流量時の水位とおおむ

ね一致する洪水痕跡から求めたものであり，これを用いた点に誤りは

ない。また，南摩ダムの洪水削減効果を検証する際に流出計算モデル

として使用した貯留関数法は，国土交通省が管理する河川の洪水流出

計算において一般に用いられる手法の一つであり，「引き伸ばし率」

として２倍以上を用いたことは「建設省河川砂防技術基準(案)同解説

計画編（平成９年改訂版）」に反するものではない。さらに，南摩ダ

ムのほかにはダム建設が計画されていない段階において，南摩ダムの

治水効果の算定に当たり，ダムの治水容量に応じた比によることも合

理的なものである。

ｂ環境影響評価義務違反について

そもそも，思川開発事業については環境影響評価法の適用はなく肌

また，生物多様性条約を根拠として環境影響評価義務が生じることも

ない。

なお，思川開発事業については，平成５年以降”環境影響評価法上
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の評価項目について継続して環境調査及び環境影響評価を継続し，様

々な環境保全対策を具体化して積極的に取り組んでおり，南摩ダムの

水質についても，富栄養化等の発生する可能性は低いと予測されてい

るが，仮に問題が生じた場合は必要な水質保全対策を検討して実施す

る予定である。

ウ水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経

費負担金及び財団法人利根川・荒川水源地域対策基金の事業経費負担金

原告らの主張は否認ないし争う。

争点(2)（湯西川ダム建設事業に係る被告の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

か。）

（原告らの主張)。

(1)河川法６０条に基づく負担金

ア湯西川ダムは，治水上の効果を有しておらず，栃木県が利益を受けるこ

，とはないから，国士交通大臣の河川法６０条１項に基づく賦課行為は違法

であり，被告がこの賦課行為に応じて負担金を支出することはブ必要のな

い経費の支出を禁じた地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項，違法

な行為に対する支出を禁じた地方自治法２条１６項，同法１３８条の２に

違反する。

河川法６０条１項に基づく都道府県の負担は，都道府県が治水上の利益

を受けることが理由となっており，都道府県が治水上の利益を受けない場

合，その費用負担は違法となる。地方財政法２５条３項は，国が地方公共

団体の負担金を「法令の定めるところに従って使用」しなかったときに，

地方公共団体が国に対して負担金の支出を拒否し，支出済みの負担金の返

還を請求することができる旨を規定しており，被告は軋湯西川ダム建設事

業によって治水上の利益を受けない場合，河川法６０条１項及び地方財政
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法２５条３項違反を理由に負担金の支出を拒絶することができるものであ
って，被告の負担金の支出が違法となるのが，国士交通大臣の賦課行為が
著しく合理性を欠きそのために予算執行の適正の確保の見地から看過し得
ない暇疵が存する場合に限られるものではない。

違法事由

(ｱ）治水上及び利水上の必要性

鬼怒川の治水計画は，既設の五十里ダム，川俣ダム及び川治ダムで完

結しており，もともと湯西川ダムは治水計画上必要ではなかった．治水
計画上の石井地点の基本高水流量は過大に設定されており，これを科学
的な値に修正すれば，湯西川ダムによる洪水調節は不要となる。

また，湯西川ダムの水利権を予定する東京都，埼玉県，千葉県/茨城

県，群馬県，宇都宮市のいずれにおいても新規の水源は不要な状況にあ

り，利水上も必要性がない。

(ｲ）環境影響評価義務違反

湯西川ダム建設事業は，絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に

関する法律で国内希少野生動植物種として指定されたイヌワシ，クマタ

カ，オオタカ及びハヤブサをはじめとする野生動植物，景観,`水質とい

った自然環境に極めて重大な影響を及ぼすおそれがあるにもかかわらず，

条理法上及び生物多様性条約に基づく事案に則した適切な環境影響評価

がされておらず，環境影響評価義務に違反している。

水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく湯西川ダム建設事業の水

源地域整備事業の経費負担金

水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく湯西川ダム建設事業の水

源地域整備事業の経費負担金に係る協定は，その当事者が，湯西川ダム建設

事業が栃木県にとって治水上も利水上も必要がないこと当然知り，また知り

得べきであったから，心裡留保により無効であり，上記協定に基づく負担金
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の支出は，必要のない経費の支出を禁じた地方自治法２条１４項，地方財政

法４条１項，また，政策再評価義務に違反する。

（被告の主張）

(1)河川法６０条に基づく湯西川ダム建設事業の負担金

ア地方自治法２４２条の２第１項１号に基づき財務会計行為の差止めを求

め，又は，同項４項に基づき当該職員に対する損害賠償の請求を求めるこ

とができるのは，当該財務会計上の行為に先行する原因行為に違法事由が

存在する場合であっても，その原因行為を前提としてされた財務会計上の

行為自体が財務会計法規に違反する違法なものであるときに限られる。

河川法６０条１項に基づく負担金についての都府県の負担割合は，同項，

同法施行令３６条の２で定められており，国土交通大臣により同法６３条

１項による他の都府県の負担割合が定められれば栃木県の負担割合も定ま

るという仕組みになっており，栃木県の独自の判断によって負担金の納入

義務の有無やその金額を左右することはできないからゴ財務会計行為の原

因行為たる国土交通大臣の同法施行令３８条１項に基づく通知が仮に違法

であったとしても，湯西川ダム･建設事業が法的に不存在で河川法上無視し

なければならないといえるような場合など，その違法が重大かつ明白であ

り，法律上無効といえるような場合でない限り，それに基づく被告の財務

会計行為が違法となることはない。

イ原告らの主張は，いずれも財務会計行為の違法事由として失当である。

、治水上及び利水上の必要性について

鬼怒川の治水対策のため新規ダムが必要とされ，また，新規水需要に

対処するために水資源開発が必要とされていたことから，特定多目的ダ

ム法に基づく湯西川ダムの建設に関する基本計画が昭和６１年３月に公

示され，同計画において，平成４年４月に改定された工事実施基本計画

において，既設の五十里ダム，川俣ダム及び川治ダムのほかに湯西川ダ
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､

ムを建設することが明記された。

湯西川ダムの洪水調節効果は，既設のダムと３つの調節池の洪水調節

効果を合わせ，鬼怒川の利根川への合流量が利根川本川の計画高水流量

に影響を与えないようにするとともに，湯西川ダム下流の鬼怒川の流量

低減に働くと判断されている。そして，石井地点の基本高水流量につい

ては，１／１００確率規模の流量を計算し，また，平成１０年８月洪水

の実績降雨量が同年９月洪水の実績降雨パターンで発生した場合の石井

地点の最大流量を計算した結果，毎秒８８００立方メートルとの値が妥

当と判断された。その上で，湯西川ダムを含むダム群によって毎秒３４

００立方メートルを洪水調節し，河道への配分流量である計画高水流量

を毎秒５４００立方メートルとし，さらに，水海道地点の計画高水水位

は，近年までの洪水実績データ等によって評価した結果,毎秒５０００

立方メートルが妥当と判断された。

）環境影響評価義務違反について

湯西川ダムの環境影響評価は，昭和６０年までに実施された環境影響

評価の後も，環境影響評価法上の評価項目についても継続して環境調査

及び環境影響評価を継続しており，赤下地区の風穴，イヌワシ及びオオ

タカ並びに自然景観についても保全措置等の対応をとることになってい
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(2)水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく水源地域整備事業の経費

，負担金

原告らの主張は否認ないし争う。

争点(3)（八シ場ダム建設事業に係る被告の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

か。）

（原告らの主張）
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国土交通大臣が，河川法６３条１項に基づき，栃木県に対して，約１０億

円もの八シ場ダム建設事業の治水関係負担金を賦課することは違法であり，

この賦課行為に応じて被告が負担金を支出するのは，必要のない経費の支出

を禁じた地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項，違法な行為に対する

支出を禁じた地方自治法２条１６項，同法１３８条の２に違反する。

河川法６３条１項による負担金の支出は，①「著しい利益」を受ける場合

に，②「その受益の限度」において認められるにすぎず，この要件を欠く費

用負担は違法となる。そして，地方財政法２５条３項は，国が地方公共団体

の負担金を「法令の定めるところに従って使用」しなかったときに，地方公

共団体が国に対して負担金の支出を拒否し，支出済みの負担金の返還を請求

することができると規定している。

そうすると，被告は，国士交通大臣の賦課行為が河川法６３条１項に違反

する場合，同項及び地方財政法２５条３項違反を理由に負担金の支出を拒絶

することができるのであって，被告の河川法６３条１項による負担金の支出

が違法となるのが，国土交通大臣の賦課行為が著しく合理性を欠きそのため

に予算執行の適正の確保の見地から看過し得ない暇疵が存する場合に限られ

ることはない。

）違法事由
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(2)違法事由

ア治水上の利益

八シ場ダム建設事業において治水対策の根拠とされる，八斗島地点にお

ける基)本高水流量毎秒２万２０００立方メートルは，合理的根拠に基づか

ず，過大な数値である。

すなわち，八斗島地点における基本高水流量毎秒２万２０００立方メー

トルとの数値は，「将来的な河道断面等を想定し，洪水調節施設がないと

いう条件で検討した結果から定めた計画値」と説明され，八斗島上流域に

おける河道改修が行われることが前提となっている。しかし，現時点でそ
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のような河道改修は行われておらず，そもそも河道改修計画すらない。現

況の河川管理施設を前提とすると八斗島地点における最大の洪水は毎秒１

万６７５０立方メートル程度にすぎず，治水対策のために八シ場ダムを建

設する必要はない。

基本高水流量毎秒２万２０００立方メートルとの数値は，既往最大洪水

であるカスリーン台風の再来計算（既往最大洪水であるカスリーン台風に

よってもたらされた洪水の実績降雨について，貯留関数法により洪水調節

施設がない場合の流出計算）に基づく毎秒２万２０００立方メートルと総
ノ

合確率法}こよる２００分の１確率流量毎秒２万１２００立方メートノレを根

拠として，より大きい数値である毎秒２万２０００立方メートルを採用し

たものであるが，いずれの計算にも科学的な根拠がなく，貯留関数法によ

る計算を行うに当たって森林の貯留機能を無視した数値を用いたり，利根

川の洪水流出の実態と遊離するなどしており，過大なものである。洪水調

節機能についてみても，カスリーン台風が再来した場合には八シ場ダムの

洪水流量削減効果はゼロであり，建設省河川砂防技術基準に従って計算し

た場合には２００年に１度の降雨量があってもその１２回の１回について

しか効果を有しておらず，そもそも洪水調節計画において八シ場ダムに流

入するとされている毎秒３９００立方メートルとの数値が過大なものであ

る。

仮に，八シ場ダムに治水効果があったとしても，利根川本川に接してい

ない栃木県がこれによって利益を受けることはほとんどない。すなわち，

カスリーン台風の再来により利根jll本川が氾濫しても外栃木県が被害を受

ける地域は，同県藤岡町の一部のみであって，栃木県の負担金は現在の１

０分の１以下程度ということになる。

イダムサイト地盤等の安全性

八シ場ダムのダムサイト周辺の基礎岩盤は，亀裂や貫入岩などが多く，
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霞
複雑かつ不安定であり，岩級区分が低い箇所，透水性が高い箇所が多く，

また，ダムサイト周辺には熱水変質帯が広く分布しており，さらに，ダム

サイトのすぐ下流にはこの地域で最も大きな断層がある上，ダムサイト地

域にはその断層に伴って生じた小さな断層が数多く存在する。したがって，

八シ場ダムは，完成したとしても，基礎岩盤がダム堤体の重みに対する耐

久性を持たない可能性，ダム堤体の底部や側面部，ダム貯水池の側面部等

が水圧によってずれる可能性，ダム堤体が下からの浮力によって不安定と

なる可能性，貯水が十分に行えない可能性，さらには，ダム堤体や貯水池

が断層によってずれて破壊される可能性を包含するものであり,》多くの欠

陥を有した構造物である。

ウ地すべりの危険

八シ場ダム貯水池の湖岸斜面において，＝社平地区，林・勝沼地区，横

壁白岩沢右岸地区，横壁・小倉地区といった少なくとも４箇所に地すべり

の危険があり，あるいは危険性が否定できない状況にある。このような状

況で建設される八シ場ダムは，重大な暇疵を持った構造物となる．

エ環境影響評価義務違反

水没予定地の住民や国内希少野生動植物種として指定されたイヌワシ，

クマタカ，オオタカ及びハヤブサをはじめとする野生動植物その他の自然

環境のほか，人の生活環境に極めて重大な影響を及ぼすおそれがあるにも

・かかわらず，条理法上及び生物多様性条約に基づいた事案に則した適切な

環境影響評価がされておらず，環境影響評価義務を怠った違法がある。

(被告の主張）
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(1)原告らの主張(1)は争う。

地方自治法２４２条の２第１項１号に基づき財務会計行為の差止めを求め，

又は，同項４項に基づき当該職員に対する損害賠償の請求を求めることがで

きるのは，当該財務会計上の行為に先行する原因行為に違法事由が存在する
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場合であっても，その原因行為を前提としてされた財務会計上の行為自体が

財務会計法規に違反する違法なものであるときに限られる。

国士交通大臣が河川法６３条１項に基づいて定めた負担金額について被告

に納入の告知をした場合，同項所定の「著しい利益」を受けるかどうか，こ

れを受けるとした場合にその「受益の限度」におけるものとして栃木県にど

の程度の負担をさせるかを判断し，決定する権限は，国士交通大臣にあり，

被告は，同告知に拘束されて負担金を納付する法律上の義務を負うのである

から，財務会計行為の原因行為たる国土交通大臣の上記通知が違法であった

としても，八シ場ダム建設事業が法的に不存在で河川法上無視しなければな

らないといえるような場合など，その違法が重大かつ明白であり，法律上無

効といえるような場合でない限り，被告の財務会計行為が違法となることは
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(2)原告らの主張は，いずれも財務会計行為上の違法事由として失当である。

ア治水効果

国土交通大臣は，八ツ場ダムが利根川上流ダム群の一つとして群馬県八

斗島における基本高水流量のうち毎秒５５００立方メートルの洪水調節を

担うもので，八シ場ダムによる洪水調節により下流部の流量低減が図られ

ること，「想定氾濫区域図」（乙６４）によれば，栃木県には利根川本川

の洪水氾濫から守られるべき氾濫区域があることから，栃木県も治水上

「著しい利益」を受けることになると判断した。

国土交通大臣は，栃木県が受ける「受益の割合」について，様々な洪水

パターンにより浸水区域が変化しないように計画高水位と沿岸の地盤高を

もとに作成された「想定氾濫区域図」に基づく栃木県の氾濫区域を同県の

受益区域とした上で，同区域内にある昭和５３年７月当時の固定資産額に

基づき，１．４４パーセントとしたものである。

イダムサイト地盤等の安全性
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国土交通省は，八シ場ダムの堤体の建設位置や構造を決定するに当たっ

ては，河川砂防技術基準等に基づき詳細な地質調査等を行い，また，ダム

技術専門家等の意見を踏まえるなどした上で，八シ場ダムを建設するもの

である。

ウ地すべりの危険

原告らの主張は否認ないし争う。

エ環境影響評価義務違反

原告らの主張は否認ないし争う。

第４争点(')の本案前の争点（被告が思川開発事業から撤退しないことは，「怠る

事実」（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち財産の管理を怠る事

実に当たるか。）に対する判断

１原告らが主張する水源保有権の設定を受けるべき地位の法的性質について検

討する。

まず，独立行政法人水資源機構法についてみると，水資源開発施設の新築に

係る事業の廃止のほか同施設の利用予定者の事業からの撤退が予定され（同法

１３条３項，６項，７項），同施設の完成前にあっては，水資源開発施設によ

って流水を水道又は工業用水道の用に供しようとする者は，将来的に独立行政

法人水資源機構の水資源開発事業に参加して水源を確保することができる地位

にあるにすぎず，水資源開発施設によって流水を水道又は工業用水道の用に供

しようとする者は，同施設の新築等に係る費用を独立行政法人水資源機構に負

担する義務を負うにとどまる（同法２５条）。次に，特定多目的ダム法につい

てみると，ダム使用権の設定予定者たる地位は，将来，ダム使用権の設定を受

け得るという手続上の地位にすぎず（同法１６条２項，１７条），実際にダム

使用権の設定を受けるには，実体的にダム使用権の設定要件に適合し（同法５

条，１５条２項），当該多目的ダムの建設に関する基本計画中にその旨が規定

される必要がある（同法４条２項５号）。このような仕組みのもとでは，原告
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らの主張する水源保有権の設定を受けるべき地位は，地方自治法上の公有財産

とされる同法２３８条１項４号の「地上権，地役権，鉱業権その他これらに準

ずる権利」，同項７号の「出資による権利」のいずれにも当たるということは

できず，その他地方自治法上の公有財産に当たるものと解すべき法的根拠を見

いだすことはできない。

そうすると，原告らの主張する水源保有権の設定を受けるべき地位が怠る事

実の違法確認の対象となる「財産」に当たるということはできない。また，思

川開発事業から撤退することは，当該地位自体を放棄することを意味するから，

これを怠る事実の違法確認の対象となる「管理」行為となるということも無理

があるというほかない。

２したがって，地方自治法２４２条の２第１項３号に基づき被告が思川開発事

業からの撤退を怠る事実の違法確認を求める訴えは，不適法である。

第５争点(1)の本案の争点（思川開発事業に係る被告の負担金の支出は，「違法な

行為」（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当

たるか。）に対する判断

１独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく建設負担金

（１）地方自治法２４２条の２第１項に規定する住民訴訟は，普通地方公共団体

の執行機関又は職員による同法２４２条１項所定の財務会計上の違法な行為

又は怠る事実の予防又は是正を裁判所に請求する権能を住民に与え，もって

地方財務行政の適正な運営を確保することを目的とするものである。このよ

うな住民訴訟の目的にかんがみれば，普通地方公共団体の住民が同法２４２

条の２第１項１号に基づき当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の財務

会計上の行為の差止めを求めることができるのは，当該財務会計上の行為そ

れ自体が財務会計法規上違法と評価される場合に限られるものというべきで

ある。

そこで，被告の独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づく建設負担金
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の支出の差止めが認められるかどうかは，負担金の支出自体が財務会計法規

上違法と評価されるか否かにかかわることになる。、

ところで，独立行政法人水資源機構法２５条１項は，「機構は，水資源開

発施設を利用して流水を水道若しくは工業用水道の用に供する者（事業から

の撤退をした者を含む。）（中略）に，政令で定めるところにより，当該水

資源開発施設の新築又は改築及び管理並びにこれについての災害復旧工事に

要する費用（事業からの撤退をした者にあっては，当該水資源開発施設の新

築又は改築に要する費用の一部）を負担させるものとする。」と定め）同法

施行令２９条及び３０条１項は，その負担金の範囲及び具体的な額の計算方

法を定め，さらに，同法施行令３１条は，負担金の支払方法を機構が定める

こととした上で，「あらかじめ，水道等負担金又は水道等撤退負担金を負担

すべき者と協議するとともに，国士交通大臣及び主務大臣の認可を受けなけ

ればならない｡」（同条４項）と定めている。したがって，水資源開発施設

を利用して流水を水道の用に供する者は，独立行政法人水資源機構の賦課行

為によって上記負担金の支払義務を負い，原則としてその賦課行為を尊重し

て支出行為を行わなければならないというべきである。

しかし，他方で，独立行政法人水資源機構法は，水資源開発施設を利用し

て流水を水道の用に供する者が事業から撤退することを予定し（同法２５条

１項，２項，同法施行令３０条２項），撤退がされた場合の負担金の額は，

事業の縮小に係る不要支出額等であり（同法施行令３０条１項及び２項），

撤退をしなかった場合と比べて費用の一部の負担に限られることが想定され

ていることからすると，水資源開発施設を利用して流水を水道の用に供する
心

者は，自らの判断で，独立行政法人水資源機構による賦課行為の少なくとも

一部の負担を免れることができるものと解するのが相当である。

そうすると，水資源開発施設を利用して流水を水道の用に供する者が，独

立行政法人水資源機構の賦課行為に従って負担金を支出する場合，賦課行為
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の前提となった事業から撤退をしないことが違法と判断されるときには，負

担金の支出は財務会計法規上違法となるというべきである。もっとも，栃木

県は，清浄にして豊富低廉な水の供給を図り，もって公衆衛生の向上と生活

環境の改善とに寄与することを目的とする水道法（同法１条）に基づく水道

事業を営んでおり，水道は，国民の日常生活に直結し，その健康を守るため

に欠くことのできないものであり，かつ，水が貴重な資源であることから

（同法２条１項参照），栃木県は，県内の自然的社会的諸条件に応じ，水道

の計画的整備に関する施策を策定，実施するとともに，水道事業者として，

水道事業の適正かつ能率的な運営に努める責務を負い（同法２条の２第１

項），給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたときは，正当な理

由がなければ，これを拒んではならず，給水契約の成立した水道利用者に対

し，常時水を供給しなければならない（同法１５条１，２項）とされている。

このため，栃木県が思川開発事業に参画するについては，これらの責務を果

たすため，県内の各市町村の保有水源量，将来の水需要予測，現在利用され

ている水源の問題点等諸般の事情を考慮しなければならないというべきであ

る。そうすると，被告が思川開発事業に参画し，又は参画後にその事業から

撤退するか否かの判断については，その基礎とされた重要な事実に誤認があ

ることなどにより重要な事実の基礎を欠くことになる場合，又は，事実に対

する評価が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情

を考慮しないことなどにより，その内容が社会通念に照らして著しく妥当性

を欠くものと認められる場合に限り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用

したものとして違法となると解すべきである。

ところで，前記認定事実及び弁論の全趣旨によれば，独立行政法人水資源

機構法２５条１項に基づく負担金については，その支払期間，始期，元利支

払の方法，利子率等の定めについての協議は未だされていないが，他方で，

栃木県は，思川開発事業に利水者として参画すると既に判断したものであり，

■

で

『

。
。

●

●
●

●

ｏ
Ｃ

ｏ
ｅ

Ｄ
ｏ

Ｂ
Ｏ

ｏ
Ｏ

□
。

●
。
。

＠
＠

℃

●
Ｏ

Ｇ
０
℃
●
●
●
◎

刀

経
も一

＠

◆

3１



同事業は現在も継続しているところ，被告は同事業から撤退することを本訴

において争っているから，被告の負担金の支出がされる可能性は，相当の確

実さをもって客観的に推測される程度に具体的であり，地方自治法２４２条

の２第１項１号の差止請求の要件の充足を肯認して差し支えないというべき

であって，この点に関する被告の主張は採用できない。

(2)そこで，被告が思川開発事業に参画し，又は参画後にその事業から撤退す

るか否かの判断について，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものと

して違法となるかどうかについて検討する。

証拠（甲Ａ２ないし４，６，９，Ｃ１，２の１．２，３ないし５，６の１

～１８，７の１～５，８，９の１～１１，１０ないし２６，２７の１．２，

２８ないし３２，３３の１．２，３４ないし３７，３８の１．２，３９，４

０の１．２，４１の１．２，４２，４４，４５の１．２；４６，４７の１～

３１６３ないし７３，７４の１．２，７５ないし７９，８０の１～４，８２

ないし８４，８７，乙６８，６９，８０，８１几証人嶋律暉之，原告廣田義

一，同高橋比呂志各本人）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められ
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縁 ア参画水量決定の経緯

（ｱ）栃木県は，平成１３年ころ琲県南地域の各市町に対し，思川開発事業

における水源確保要望量（平成３７年（２０２５年）における水需要予

測量であり，その内訳は，新規水需要量と地下水水源転換量（水道水源

を地下水から表流水に転換する水量であり，地下水揚水量の削減につな

がる水量）である。）について回答を求めた。

け）各市町の回答は，次のとおりであった。

ａ栃木市

毎日８８００立方メートル

（内訳）

●
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新規水需要量毎日５００立方メートル
、

地下水水源転換量毎日８３００立方メートル

ｂ鹿沼市

毎日１万９２６７立方メートル

（内訳）

新規水需要量毎日５４６７立方メートル

地下水水源転換量毎日１万３８００立方メートル

ｃ西方町

毎日４８０立方メートル

（内訳）

新規水需要量毎日４８０立方メートル

地下水水源転換量なし：

．壬生町

毎日２８５８立方メートル

(内訳）

新規水需要量毎日８５８立方メートル

地下水水源転換量毎日２０００立方メートル

ｅ石橋町

毎日３００２立方メートル

（内訳）

新規水需要量毎日１００２立方メートル

地下水水源転換量毎日２０００立方メートル

ｆ国分寺町,

毎日２０００立方メートル

（内訳）

新規水需要量毎日１０５６立方メートル
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‐地下水水源転換量毎日９４４立方メートル

ｇ野木町

毎日３６４立方メートル

（内訳）

新規水需要量毎日３６４立方メートル

地下水水源転換量なし

ｈ大平町

毎日３５９６立方メートル

ただし，後に毎日２８４８立方メートルに変更された。

｡

■

『

（内訳）

新規水需要量毎日２８４８立方メートル

地下水水源転換量毎日７４８立方メートル

ｉ藤岡町

毎日２０４８立方メートル,

（内訳）

新規水需要量毎日１３５９立方メートル

地下水水源転換量毎日６８９立方メートル

ｊ岩舟町

毎日１５００立方メートル

（内訳)

新規水需要量なし

地下水水源転換量毎日１５００立方メートル

ｋ都賀町

毎日７０立方メートル

（内訳）．

新規水需要量毎日７０立方メートル
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地下水水源転換量なし

１小山市

小山市は，思川開発事業に単独で参加する意向であり，その要望水

量は毎日１万８９４８立方メートル（毎秒０．２１９立方メートル）

であり，地下水水源転換量である毎日１万７２００立方メートルは栃

木県において確保することを要望した。

(ｳ）栃木県は，上記各回答を受けて，栃木県独自の要望水量を２万７７２

６立方メートルとした上で，思川開発事業への参画水量を，毎日７万０

８９３立方メートル（毎秒０．８２１立方メートル）と決定した。

思川開発事業の事業実施計画のうち新規利水の項目は，平成１４年４

月１２日，栃木県の利水配分量が最大毎秒０．８２１立方メートル，小

山市の利水配分量が最大毎秒０．２１９立方メートルと決定された。

(工）鹿沼市は，栃木県が事業主体となる東大芦川ダムから水道用水を取水

することを予定していたが，同ダム建設事業が平成１５年９月に中止さ

れたことから，平成１８年６月ころ，鹿沼市の水道用水の確保のために，

水道用水毎秒０．２立方メートルを思川開発事業から取水することとし，

思川開発事業に単独で参加することを決定した。

鮒思川開発事業の事業実施計画は，平成１９年ころ，事業の再評価がさ

れ，建設が中止された東大芦川ダムの機能であった「大芦川の流水の正

常な機能の維持」及び「大芦川から取水する鹿沼市上水道」を，栃木県

の上水容量（毎秒０．８２１立方メートル）の一部転用によって代替す

ること，事業工期及び事業費の見直しをすることが検討された。

思川開発事業の事業実施計画の変更手続は，平成２０年７月９日付け

「思川開発事業に関する事業実施計画の変更について（照会）」（甲ｃ

６３）記載のとおり，南摩ダムの貯水容量の用途別配分につき，それま

で流水の正常な機能の維持のための容量が１６９０万立方メートルとさ
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ひ

れ，新規利水のための容量が１８１０万立方メートルとされていたもの

が，流水の正常な機能の維持のための容量を１８２５万立方メートルに

増加させ針新規利水のための容量を１６７５万立方メートルに減少させ

ること，栃木県の利水配分量を毎秒０．８２１立方メートルから毎秒０．

４０３立方メートルへ減少し，新たに鹿沼市の利水配分量として毎秒０．

２立方メートルが加わるとの内容で申請がされた。

水需要予測等

(ｱ）栃木県

栃木県は，平成１３年２月策定の「とちぎ２１世紀プラン」において，

県内の総人口，上水道，簡易水道及び専用水道の給水人口，上水道及び

簡易水道の合計の年間給水量，上水道及び簡易水道の－人一日平均給水

量の推計を行った。これによると，①栃木県内の人口は，平成１７年に

２０３万９０００人，平成２２年に２０６万人と増加し，平成２７年

（２０１５年）に２０７万３０００人をピークにその後減少に転じ，給

水人口は水道普及率の上昇に合わせて平成３２年（２０２０年）に２０

１万７０００人になるというものであり，②上水道及び簡易水道の合計

の年間給水量は，平成１７年に２億８８００万立方メートル平成２２

年に３億０３００万立方メートル，平成２７年には３億０５００万立方

メートルになるというものであり，③上水道及び簡易水道の－人一日平

均給水量は，平成１７年に４１０リットル，平成２２年に４２０リット

ルと推計した。

他方，①国立社会保障・人口問題研究所による栃木県の人口推計は，

平成１７年に約２０２万１０００人，平成２２年に約２０２万２０００

人をピークとして，その後減少すると推計されており，平成１７年の人

口の実績は２０１万６６３１人である。②栃木県内の上水道，簡易水道

及び専用水道の給水人口の実績は，平成１７年度が１８９万３５８１人
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であり，上水道及び簡易水道の合計の年間給水量は，平成５年が２億４

６７０万７０００立方メートル，平成１７年度が２億５８０９万立方メ

ートルでほぼ横ばいの状態となっている。③上水道及び簡易水道の－人

一日平均給水量の実績は，平成７年度の４０６リットルをピークとして，

平成１７年には３７５リットルとなり減少している。また，平成１８年

３月に発刊された「自治とちぎ」（甲Ｃ１３）においては，「今後給水

人口も大幅な伸びは期待できません。」，「－人あたりの使用量は減少

し,,減少分を給水人口の増加で補うこともできない」，「節水型社会の

定着や高い普及率，今後むかえる人口減少時代の到来等により，将来の

水需要については大幅な伸びは期待できません」との，栃木県総務部の

職員の意見が掲載された。

(ｲ）栃木市

栃木市は，地下水から上水道利用への転換が進行したことから水道普

及率が上昇して水道事業の変更の必要性が生じたとして，平成１２年の

「栃木市水道事業変更許認可申請書（第３次拡張）」において，市の行

政区域内人口を推計した上で，給水人口及び給水量を推計した。これに

よれば，①行政区域内人口は，平成１１年の８万４９８１人が平成２２

年に８万６０００人となり，②計画給水区域人口はこれに合わせて平成

１１年の７万８９９１人から平成２２年に８万２７０５人となり，水道十

普及率の上昇に合わせて（平成３７年に１００パーセントとなる。）平

成３７年に８万３２５５人となり，③一日最大給水量は，平成１１年の

２万７３８７立方メートルが平成２２年度に３万７８７５立方メートル

になると推計されている。

他方，①栃木市の人口は，平成１２年から平成１７年まで８万３００

０人前後で横ばいであり，国立社会保障・人口問題研究所も平成１２年

以降減少が続き平成２２年には８万１０８６人となると推計している。
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②給水人口実績は，平成１２年度は７万１０１８人で，平成１８年度は

７万６３５５人である。③－人一日最大給水量実績は，平成１１年度は

３８８リットルで，平成１８年度は３５１リットルであり，漸減傾向に

ある。なお，栃木市の平成１６年度における上水道の水源は，１００パ

ーセントが地下水であり，合計毎日３万８０００立方メートルの保有水

源を有していた。

㈲壬生町

壬生町は，平成１２年ころ，町内の行政区域内人口，給水人口及び給

水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１２年度の

３万９７３９人が平成３７年に４万６６８８人まで増加し，②給水人口

は水道普及率の増加（平成３７年に９９パーセント）と合わせて平成１

２年の３万１２００人から平成３７年の４万６２２１人となり，③一日

最大給水量は，平成１２年度の１万２８９４立方メートルが平成２２年

度に２万５２６３立方メートルになると推計した。

他方，①壬生町の人口は，平成１２年度から平成１８年度まで３万９

０００人前後で横ばいであり，国立社会保障・人口問題研究所も平成１

２年以降減少が続き平成１７年の３万９８９４人をピークに減少すると

推計している。②給水人口実績は，平成１２年度は３万１１５６人で，

平成１８年度は３万３２０９人であり，③一日最大給水量実績は，平成

１１年度は１万２２１８立方メートルで，平成１８年度は１万０７９９

立方メートルである。なお，壬生町の平成１６年度における上水道の水

源は，１００パーセントが地下水であり，合計毎日１万９８００立方メ

ートルの保有水源を有していた。

目大平町

大平町は汀平成１６年ころ，「大平町水道事業変更認可申請書（第９

次拡張）」（甲Ｃ１９）において，町内の行政区域内人口，給水人口及

」
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び給水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１６年

度の２万９５２２人が平成２２年度の３万１０００人まで増加し，②給

水人口は水道普及率の増加（平成２５年に１００パーセント）と合わせ

て平成１６年度の２万７４４１人から平成２５年度の３万４００人とな

り，③一日最大給水量は，平成１６年度の１万４９９２立方メートルが

平成２５年に１万６６００立方メートルになると推計した。

他方，①大平町の人口については，平成１２年度から平成１８年度ま

で２万８０００人前後で横ばいであり，国立社会保障・人口問題研究所

も平成１２年の２万８４９０人以降減少が続くと推計している。②給水

人口実績は，平成１６年度は２万６８１９人で，平成１８年度は２万６

５３４人であり，③一日最大給水量実績は，平成１１年度は１万１８６

０立方メートルで，平成１８年度は１万２１１４立方メートルである。

なお，大平町の平成１６年度における上水道の水源は，１００パーセン

トが地下水であり，合計毎日１万６６００立方メートルの保有水源を有
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鮒野木町

野木町は，平成１２年ころ，町内の行政区域内人口，給水人口及び給

水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１２年度の

２万６６７４人が平成２２年に２万８５０１人まで増加し，②給水人口

は，水道普及率の増加（平成３７年に９９．９パーセント）と合わせて

平成１２年の２万２３３２人から平成３７年の２万７４１４人となり，

③一日最大給水量は，平成１２年度の９１２５立方メートルが平成３７

年に１万１６４４立方メートルになると推計した。

他方，①野木町の人口は，平成１２年度から平成１８年度まで２万６

０００人前後であり，国立社会保障・人口問題研究所も平成１２年の２

万６６７４人以降減少が続くと推計している。②給水人口実績は，平成
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１２年度は２万２２４４人で，平成１８年度は２万２８９４人であり，

③一日最大給水量実績は，平成１２年度は８０７３立方メートル，平成

１８年度は７６３２立方メートルである。なお，野木町の平成１６年度

における上水道の水源は，渡良瀬貯水池からが毎日１万１３１８立方メ

ートル地下水からが毎日３２０．０立方メートルである。

(力）石橋町

■

や

石橋町は，平成１２年ころ，町内の行政区域内人口，給水人口及び給

水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１２年度の

１万９３９２人が平成３７年に１万９８９８人まで増加し｝②給水人口

は水道普及率の増加（平成２２年に１００パーセント）と合わせて平成

１２年の１万９３７３人から平成３７年の１万９８９８人となり，③一

日最大給水量は，平成１２年度の８１０９立方メートルが平成２２年に

８９７４立方メートルと最大となり，平成３７年に８７２２立方メート

ルになるというものである。

他方，①石橋町の人口については，平成１６年度が２万２００人であ

り，国立社会保障・人口問題研究所は，平成２７年の２万０３４４人を

ピークに減少すると推計している。②給水人口実績は平成１２年度は１

万９６４１人で，平成１６年度は２万０４０８人であり，③一日最大給

水量実績は，平成１２年度が６１９９立方メートルで，平成１６年度が

６０７７立方メートルである。なお，石橋町の平成１６年度における上

水道の水源は，１００パーセントが地下水であり，合計毎日７７２０立

方メートルの保有水源を有していた。
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㈱岩舟町

岩舟町は，平成１２年ころ，町内の行政区域内人口，給水人口及び給

水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成３７年に２

万０４３７人まで増加し，②一日最大給水量は，平成３７年に１万９１

4０
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６立方メートルになると推計した。

他方，①岩舟町の人口については，平成１２年度から平成１８年度ま

で１万９０００人前後であり，国立社会保障・人口問題研究所も平成１

２年の１万９５２５人をピークに平成３７年までに１万６２２０人に減

少すると推計している。②給水人口実績は，平成１２年度は１万９４６

６人で，平成１８年度は１万８６５６人であり，③一日最大給水量実績

は駅平成１２年度は８０７９立方メートルで，平成１８年度に７４２３

立方メートルで減少している。なお，岩舟町の平成１６年度における上

水道の水源は，１００パーセントが地下水であり，合計毎日１万２９０

０立方メートルの保有水源を有していた。

(ｸ）藤岡町
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藤岡町は，平成１３年ころ，「藤岡町水道事業変更（第８次改定）認

可申請書」（甲Ｃ２９）において，町内の行政区域内人口，給水人口及

び給水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１３年

度の１万９４５２人が，平成２５年の２万１２５２人をピークとして，

平成２７年に２万１０４１人となり，②計画給水区域内人口は水道普及

率の増加（平成２７年に１００パーセント）と合わせて平成１３年の１

万９４０６人から平成２７年の２万１０００人となり，③一日最大給水

量は，平成１３年度の７６０２立方メートルが平成２７年に１万立方メ

ートルになるというものである。

他方，①藤岡町の人口については，減少が続いており，平成１８年度

は１万８１３９人となっており，/国立社会保障・人口問題研究所も平成

１２年度の１万９１１０人以降減少が続き平成２７年には１万７１８２

人に減少すると推計している。②給水人口実績は，平成１２年度は１万

６９４２人で，平成１８年度は１万６２５７人であり，③一日最大給水

量実績は，平成１２年度は７０１５立方メートルで，平成１８年度は６

､

鰊

Ｓ

■
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２１２立方メートルに減少している。なお，藤岡町の平成１６年度にお

ける上水道の水源は，１００パーセントが地下水であり，合計毎日１万

１０００立方メートルの保有水源を有していた。

㈲国分寺町

通
几

●

国分寺町は，平成１２年ころう町内の行政区域内人口，給水人口及び

給水量を推計した。これによれば，①行政区域内人口は，平成１２年度

の１万６８７８人が平成２３年に１万９２００人まで増加するとし，②

給水人口は水道普及率の増加（平成２３年に９７．９パーセント）と合

わせて平成１２年の１万５４８７人から平成２３年の１万８８００人と

なり，③一日最大給水量は，平成１２年度の５８５５立方メートルが平

成２３年に８０００立方メートルになるというものである。

他方，①国分寺町の人口については，減少状態にあるが，国立社会保

障・人口問題研究所は平成１２年の１万６７１４人以降増加が続くと推

計している。②給水人口実績は，平成１２年度は１万５１８２人でＬ平

成１６年度は１万６１６１人であり，③給水量実績は，平成１１年度は

５７３２立方メートルで，平成１８年度は６０５７立方メートルで増加

している。なお，国分寺町における平成１６年度の上水道の水源は，１

００パーセントが地下水であり，合計毎日８０００立方メートルの保有

水源を有していた。
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Ｐ）西方町

①西方町の人口については，平成１２年度から平成１８年度まで７０

００人前後で横ばいであり，国立社会保障・人口問題研究所も平成１５

年の６９４９人をピークに減少すると推計している。②給水人口実績は，

平成１２年度は６８６０人で，平成１８年度は６８６６人と横ばいであ

り，③一日最大給水量実績は，平成１２年度は３７３５立方メートルで，

平成１８年度は４０２６立方メートルに微増している。なお，西方町の

■
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平成１６年度における上水道の水源は，１００パーセントが地下水であ

り，合計毎日４０６０立方メートルの保有水源を有していた.

地盤沈下の状況

国は，平成３年１１月２９日付けで決定した「関東平野北部地盤沈下防

止等対策要綱」（甲Ｃ３７）において，昭和５０年代後半から地盤沈下が

観測されるようになったとして，小山市，下都賀郡野本町，同郡藤岡町を

保全地域（地下水採取に係る目標量を設定し，その達成のために地下水採

取の規制，代替水源の確保及び代替水の供給，節水及び水使用の合理化，

地盤沈下による災害の防止等に関する措置を講じることとする地域）とし，

小山市のうち保全地域を除く地域J石橋町γ国分寺町，大平町，岩舟町な

どが観測地域【地盤沈下，地下水位等の状況の観測及び調査等に関する措

置を講じることとする地域）とされたが，鹿沼市及び壬生町はいずれの地

域にも含まれなかった。保全地域については，地下水採取目標量を設定し，

地下水採取規制，代替水源の確保及び代替水の供給（水源の表流水への転

換を計画的に進める）並びに節水及び水使用の合理化の施策を推進するも

のとし，代替水源の確保に係る事業として，思川開発事業を促進すること

とした。

栃木県の平成１６年度における上水道の地下水依存度は，５９．９パー

セントであり，県南地域の渡良瀬川地域における地下水依存度は，８３．

２パーセントであり，いずれも全国平均の３３．５パーセントよりも高い

状況にあった。

栃木県の地下水位変化の調査結果によれば，地下水位に大きな変化はな

い。また，県南地域における地盤沈下の最大変動量は，昭和５３年から平

成８年までの間は昭和５７年を除いて年間２センチメートル以上の地盤沈

下が継続したが，平成９年から平成１５年度までの間はおおむね年間１セ

ンチメートルから２センチメートルの沈下であり，平成１６年に観測所の

ム
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一つである野木町丸林において２．０７センチメートルの沈下が観測され，

平成１７年度は１．６９センチメートル，平成１８年度は１．０３センチ

メートル，平成１９年度は１．９７センチメートルとなっている。また，

平成１９年度においては，全ての観測井で沈下が観測され，平成１８年度

よりも沈下量が大きくなっており，特に，栃木県の地盤沈下の挙動を代表

する観測所である野木町潤島所在の観測所（野木N0,1（環境管理課１号

井））においては，収縮量は７．１３ミリメートルとなり，近年では，平

成９年，平成１１年，平成１３年に年間１０ミリメートルを超える収縮量

且

、

『

となっている。

ェ現在，栃木県は，思川開発事業から配分された水を各市町に配水するた

めの水道施設計画を策定していない。

(3)上記認定事実を前提として，被告が思川開発事業に参画し，又は参画後に

その事業から撤退するか否かの判断について，裁量権の範囲を逸脱し又はこ

れを濫用したものとして違法となるかどうかについて検討するに，①栃木

県は，思川開発事業への参画水量を決定するに当たりプ独立した水道事業者

である県南地域の各市町に地下水源転換量を含め要望水量を確認し，これに

沿って，栃木県全体の要望水量を毎秒０．８２１立方メートルと決定したこ

と訳②栃木県の参画水量が，毎秒０．４０３立方メートルとなったのは，

東大芦川ダムの建設中止に伴ったものであるところ，栃木県の当初の利水計

画においてこれを考慮することはできなかったといえること，③栃木県及

び各市町がした行政区域内人口，給水人口及び－日最大給水量などの水需要

予測の推計は，実績と比べると過大となっており，近年の人口変動状況に照

らし，今後直ちに実績が推計に沿うことをうかがわせる証拠もないものの，

水道事業の性質及びその重要性に照らし，栃木県及び各市町が水道事業者と

しての責務を果たすためには，将来にわたり安定的な給水業務を実施するた

め余裕をもった水需要予測をすることはやむを得ない面もあること，④県
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●

●

●Ｄ

Ｏ
ＧＣＧｃ

ｏ
ｏ●｡●

｡｡｡。
●

●Ｑ

‘

◆

｡

4４



南地域は，上水道の地下水水源の依存度が全国平均よりも高い状態にあると

ころ，全国的にみても同地域の地盤沈下のおそれから地下水水源からの転換

が促進される地域であって，栃木県の調査によっても，近年は安定した傾向

にあるとはいえ，地盤沈下の傾向がなくなり，又は沈静化したとまで評価す

ることは困難であって，栃木県県南地域（小山市，野木町，藤岡町）におい

ては水道用水に利用されている地下水は地下水の揚水量のうちの８パーセン

トにすぎないとしても，地下水源からの転換を図る必要性がなくなったとま

でいうことはできず，また，安定的な水道水の供給を確保する観点からは，

地下水の汚染が生じた場合に備えて県南地域における地下水水源からの転換

を図る必要性は依然として認められること，⑤水道事業者は，将来まで安

定的な給水業務を行う責務があり，事業の性質上，水源が必要になった段階

になってその水源を直ちに取得することができないものであり，栃木県には

川治ダムの工業用水，他市町が所有する農業用水，工業用水及び水道用水な

どその他に利用可能な水源が存在するとしても，それを水道用水として直ち

に利用することができることを認めるに足りる証拠はないこと，以上に照ら

すと，栃木県が江各市町の要望水量を前提として，地下水利用による地盤沈

下や地下水汚染の影響等を勘案して思川開発事業への参画を決定したことに

ついて，裁量権の逸脱又は濫用があったということはできず，また，現段階

において，栃木県には未だ思川開発事業から配分された水を各市町に配分す

るための水道施設計画が存在しないからといって，直ちに水源が不要になっ

たものとして，思川開発事業から撤退するとの判断をしないことについて裁

量権の逸脱又は濫用があったとまでいうことはできない。

以上によれば，被告が独立行政法人水資源機構法２５条１項に基づき負担

金を支出することが違法であるということはできない。

原告らは，南摩ダムには計画どおりに水が貯まらずに同ダムから利水を確

保することはそもそも不可能であったとして，南摩川の形状，原告らの試算
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によれば，昭和５９年から平成１４年までの１９年間について貯水量がゼロ

になる期間が１４年にも及んでいると主張し，この主張に沿う証拠（甲Ａ

２）がある。

しかし，上記証拠（甲Ａ２）によれば，南摩ダムは，もともと大谷川から

導水を利用して貯水容量を確保する計画であったが，上記導水計画が中止さ

れた後，平成１４年には，総貯水容量を半分の５１００万立方メートルとし

た上で黒川と大芦川から導水するとの計画変更がされたこと，国土交通省に

よれば，昭和３０年から昭和５９年までの３０年間のうち１２年間は最低貯

水容量になる年があったとの試算結果のあったことが認められるのであり，

原告らの主張を前提としても，上記計画変更によっても南摩ダムに水が貯ま

ることがないとまでは認められず，また，３０年間のうち半分以上は最低貯

水容量とならないとの試算結果もありｊ栃木県が南摩ダムから取水すること

が不可能であるとまで認めることはできない。

したがって，原告らの上記主張は〆被告の裁量権の逸脱濫用に関する当裁

判所の上記判断を左右するものではない。

独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく思川開発事業の負担金

３

①
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『 (1)前記説示のとおり，普通地方公共団体の住民が地方自治法２４２条の２第

１項１号に基づき当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の財務会計上の

行為の差止めを求めることができるのは，当該財務会計上の行為それ自体が

財務会計法規上違法と評価される場合に限られるものというべきである。

そして，被告の独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく負担金の支

出の差止めが認められるかどうかは，負担金の支出自体が財務会計法規上違

法と評価されるか否かにかかわることになる。

ところで，独立行政法人水資源機構法２１条１項は，「国は〆特定施設の

新築又は改築に要する費用（中略）のうち，洪水調節に係る費用その他政令

で定める費用を機構に交付するものとする。」と規定し，同条３項は，「都

●

‐
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道府県は，第１項の規定により国が機構に交付する金額の一部を負担しなけ

ればならない。」と規定し，同条４項は，「前項の規定による都道府県の負

担の割合その他同項の規定による都道府県の負担金に関し必要な事項は，政

令で定める。」と規定し，同項を受けた水資機構法施行令２２条１項は，

「法第２１条第３項の規定により同条第１項の交付金の一部を負担する都道

府県は，当該交付金に係る特定施設の新築又は改築で治水関係用途に係るも

のにより利益を受ける都道府県とする。」と規定している。

そうすると，独立行政法人水資源機構法２１条３項に基づく思川開発事業

の負担金については，同法２５条１項に基づく建設負担金とは異なり，被告

が思川開発事業に参加するか否か又は撤退するか否かによって栃木県の負担

の有無及び負担金の額が左右される関係にはなく，被告は，国から負担金の

納付通知を受けた場合，同通知が著しく合理性を欠き，そのためこれに予算

執行の適正確保の見地から看過し得ない暇疵の存する場合でない限り，これ息

を尊重してその内容に応じた財務会計上の措置を執るべき義務があり，これ

を拒むことは許されないと解される。そして，上記暇疵の有無を検討するに

当たっては，同通知が，河川整備基本方針，思川開発事業に関する基本計画

を前提として，独立行政法人水資源機構による独立行政法人水資源機構法施

行令２２条１項所定の「特定施設の新築又は改築で治水関係用途に係るもの

により利益を受ける都道府県」に当たるとの判断を前提にされることからす

ると，河川整備基本方針，ダム建設に関する基本計画又は同項の判断のいず

れかが著しく合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の見地から

看過し得ない瑠疵の存する場合には，同通知も同様の暇疵を有するというべ

きである。

’そこで，被告の負担金の支出について，河川整備基本方針，ダム建設に関

する基本計画又は独立行政法人水資源機構法施行令２２条１項についての判

断のいずれかが著しく合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の

ろ

●

『

-０｡●

００

．：：．。。

Ｃ

ｏ
ｏ

ｏ
ｏ

ｏ
Ｃ

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
●
●
ｏ
ｏ

ｏ
Ｃ
Ｏ｡

０

鰊

■

￣

(2)

4７



見地から看過し得ない暇疵が存するか否かについて，以下検討する。

ア治水効果

証拠（甲Ａ２ないし４，Ｃ４９ないし５８，乙７２，７３の１．２，７

８，７９の１．２，証人嶋津琿之）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実

が認められる。

（ｱ）南摩ダムの治水計画の前提となっている平成１８年２月策定の「利根

川水系河川整備基本方針」においては，思川乙女地点の基本高水流量は

毎秒４０００立方メートルであり，南摩ダムをはじめとする上流のダム

群によって毎秒３００立方メートルを削減して，計画高水流量を毎秒３

７００立方メートルとすることとされた。また，渡良瀬遊水池に流入す

る渡良瀬川（計画高水流量毎秒４５００立方メートル），思川（計画高

水流量毎秒３７００立方メートル）及び巴波川（計画高水流量毎秒１２

００立方メートル）の利根川への合流量は，更に渡良瀬遊水池の洪水調

節を加味して，利根川本川の計画高水流量（毎秒９５００立方メート

ル）に影響を与えないこととされた。上記数値は，昭和５５年１２月の

「利根川水系工事実施基本計画」の改定において定められたものである。

現時点で，上流のダム等の施設のうちダムの位置や構造等が決定して

いるのは南摩ダムのみである…

（ｲ）上記改定においては，基本高水のピーク流量は，各河川の所定の安全

度（利根川本川は１／２００，思川等の支川は１／１００）に対する確

率流量（例えば１／１００の確率流量は１００年に１回程度の確率で発

生する洪水の最大流量）と，既往最大洪水の推算流量のうち，いずれか

大きい方を採用することとされ，この結果，１／１００確率流量である

毎秒４０００立方メートルが基本高水のピーク流量とされた。

ところで，１／１００確率流量の計算に当たって用いる流量データは，

降雨量データから計算によって求めることができるところ，計算に使用
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された流量データは，昭和１１年から存在する思川流域の降雨量データ

から計算によって求めたものも含まれていた。

(ｳ）南摩ダムの建設地点における計画高水流量毎秒１３０立方メートルの

うち毎秒１２５立方メートルの洪水調節をして，下流へは毎秒５立方メ

ートルを放流する計画となっている。また，これによる思川乙女地点に

おける南摩ダムの効果量は，毎秒６５立方メートルであり，利根川の栗

橋地点においては，毎秒５０立方メートルとされている。

(ｴ）上記計画高水流量毎秒１３０立方メートルは，昭和１１年から平成３

年までの２００降雨を対象として，２４時間雨量の１／１００雨量確率

計算を行い〆計画降雨を３５９．５ミリメートルと設定し，この計画降

雨を基に，昭和１１年から平成３年までの６４洪水について，貯留関数

法（国土交通省が管理する河川の洪水の流出計算で￣般的に使用されて

いる手法であり，流域内の降雨がその流域に貯留され，その貯留量に応

じて流出量が定まると考えて，流出量を推計する手法）による流出計算

結果から，総合確率法（地域分布や時間分布が異なる多くの降雨パター

ンの実績降雨を代表降雨群とし，それらを任意の確率規模の雨量に引き

伸ばし，これらが降雨として生じたものと仮定し駝各ケースごとに流出

計算を行い，求められた洪水流量群を統計処理して，必要とする確率規

模の洪水流量を算出する手法）による確率流量を計算して，１／１００

確率規模の流量を求めた結果である。

この計算結果について，昭和５２年から平成１７年までの南摩ダム建

設予定地地点の最大流量を基に「水文統計ユーティリティ」を用いて，

確率流量の計算を行って検証すると，毎秒７３立方メートルから毎秒１

７１立方メートルとなり，このうちＳＬＳＣ（計算に使った統計データ

が統計手法の分布にどの程度適合するかを示す指標）が０．０４以下の

ものは，毎秒９５立方メートルから毎秒１７１立方メートルとなって，
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毎秒１３０立方メートルはこの範囲にあるものとなる。

また，南摩ダムの思川乙女地点及び利根川の栗橋地点の治水効果の算

定に当たっては，平成１４年３月の株式会社建設技研による「思川開発

’事業検討業務報告書」でも検証されたとおり，思川流域の流出計算モデ
ルを構築し，昭和１１年から平成３年までの間の同地点上流域の３日雨

量で１００ミリメートル以上の６３洪水を対象とし，３日雨量が１／１
００確率規模（３２６．５ミリメートル）と合致するように，各時間降

雨を－定率増加させ（引き伸ばし率といい，対象洪水の約半分に当たる

３２洪水において２倍以上の値が採用された。「建設省河川砂防技術基

準（案）同解説」によれば，引き伸ばし率は２倍程度にとどめることが

望ましいとされている。），これが降雨として生じたものとして，流出

計算モデルにより洪水流量を計算した。そして，南摩ダムを含む上流ダ

ム群の洪水調節効果量は，上流ダム群がない場合とある場合について，

流出計算により同地点の洪水流量をそれぞれ算出して，その差を上流ダ

ム群の洪水調節効果量とした。そして，南摩ダムの治水容量５００万立

方メートルと南摩ダムのほかの洪水調節施設の治水容量２７００万立方

メートルとの治水容量比から，南摩ダムの洪水調節効果量が算定された。

イ環境影響評価・

証拠（甲Ａ５，Ｃ５９ないし６２，８１，乙７４，７５の１．２駅証人

花輪伸一）及び弁論の全趣旨によれば,】次の事実が認められる。

例昭和５３年から平成４年までの間昭和６０年９月２６日付け建設省

技調発第５１６号建設事務次官通知「建設省所管ダム，放水路及び道路

事業環境影響評価技術指針について」別添「建設省所管ダム事業環境影

響評価技術指針」に示された，水質汚濁，地形・地質，植物，動物，景

観の５項目に今市扇状地の地下水を加えた６項目について，地形・地質

は文献調査，その他は現地調査をも行った上で，環境影響評価が実施さ
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れ，平成５年１２月に「利根川水系思川開発環境影響評価書」（甲Ｃ６

０）が作成された。

同評価書の評価結果によれば，水質について，ＢｏＤの値，水質変化

・濁水現象はダム建設による影響は少なく，富栄養化現象が発生する可

能性も低いとされた。また，動物について，ニホンカモシカ，営巣地が

確認されなかったオオタカ及び現地調査で未確認のヤマネが全国的価値

に値するものと評価されたが，いずれの動物もその分布域の大部分が維

持されるためダム建設による影響は少ないとされた。景観については，

南摩ダムの堤体表面に岩石を使用することにより周囲の林地と調和し，

また，新たに出現する貯水池は周囲の林地とあいまって山間の湖沼景観

を創出するなどと評価され，適当な環境保全対策を実施することとされ

た。

(ｲ）平成５年１２月，学識経験者や専門家から構成される「思川開発環境

保全対策委員会」が発足し，環境調査が継続され，平成１１年１２月に

は，｢思川開発事業生態系保全委員会」が設置され，上記環境影響評価
０．

書に示された環境保全対策の考え方，継続する環境調査の結果をもとに，

委員会の指導助言を受けながら環境保全対策を具体化させていくことと

なった。

思川開発事業には，環境影響評価法附則３条により同法の適用がない。

もっとも，上記の継続調査は，同法に係る「ダム事業に係る環境影響評

価の項目並びに当該項目に係る調査，予測及び評価を合理的に行うため

の手法を選定するための指針，環境の保全のための措置に関する指針等

を定める省令」に基づき，新たに大気環境（大気質（粉じん等），騒音，

震動），生態系（地域を特徴付ける生態系），人と自然との触れ合いの

活動の場（主要な人と自然との触れ合いの活動の場），廃棄物等（建設

工事に伴う副産物）の各項目についても実施され，平成１３年１０月の
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「南摩ダム周辺の環境調査結果」（甲Ｃ６２）にまとめられた。これに

よれば，水質は，人の健康の保護に関する項目（カドミウム等２６種

類）は環境基準内であり，また生活環境に関する項目のうち南摩ダム流

入水の全窒素及び全りんの値が，平成１２年度において，全窒素が毎リ

ットル１．３５ミリグラム，全りんが毎リットル０．０１１ミリグラム

とされた。また，平成５年１２月の環境影響調査においては把握されな

かった野生動植物の種が発見され，特に，「絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律」において国内希少野生動植物種に指定さ

れているクマタカ及びオオタカは，南摩ダム周辺でその飛翔が確認され

たため，その行動圏調査が継続された結果，南摩川流域の隣接地で生息

や営巣地が確認された。

上記認定事実を前提として，河川整備基本方針，ダム建設に関する基本計
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(3)上記認定事実を前提として，河川整備基本方針，ダム建設に関する基本計

画又は独立行政法人水資源機構法施行令２２条１項についての判断のいずれ

かが著しく合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の見地から看

過し得ない瑠疵が存するか否かについて検討する。

上記認定事実によれば，①思川乙女地点における基本高水ピーク流量は，

降雨量データが存在する昭和１１年からの流量データを用い，１／１００確

率流量として求められたものであって，平成１８年２月策定の「利根川水系

河川整備基本方針」においても維持されたものであること，②南摩ダムの治

水効果についてみても，同ダム地点の計画高水流量毎秒１３０立方メートル

は，昭和１１年から平成３年までの２００降雨を対象として，２４時間雨量

の１／１００雨量確率計算を行い，計画降雨を３５９．５ミリメートルと設

定し，この計画降雨を基に，昭和１１年から平成３年までの６４洪水につい

て，貯留関数法による流出計算結果から，総合確率法による確率流量を計算

して，１／１００確率規模の流量を求めた結果であって，この計算結果につ

いても，昭和５２年から平成１７年までの南摩ダム建設予定地地点の最大流
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量を基に「水文統計ユーティリティ」を用いた確率流量の計算を行った検証

によると，ＳＬＳＣが０．０４以下のものは，毎秒９５立方メートルから毎

秒１７１立方メートルになること，③南摩ダムの治水効果の算定は，平成１

４年３月の株式会社建設技研による「思川開発事業検討業務報告書」でも検

証されていることに加え，引き伸ばし率も２倍以内にとどめることが望まし

いとされているにとどまること，また鈩南摩ダムの治水効果の算定に当たり

治水容量比を用いた点についても，現時点において南摩ダムのほかに思川乙

女地点上流域の洪水調節施設の建設等が決定されていないこと，④思川開発

事業は，環境影響評価法施行前にその建設計画が告示された事業であり，環

境影響評価法に基づく環境影響評価を行う必要がない上，条理又は生物多様

性条約を根拠にして，環境影響評価義務が生じるとは解し得ないものである

し，平成１３年に公表された「南摩ダム周辺の環境調査結果」と比べ，平成

５年１２月にまとめられた環境影響評価書は，評価の前提として把握した動

植物の種類が少ないなど調査内容が不十分ではあったが，独立行政法人水資

源機構は，平成５年以降も，環境影響評価法において環境影響評価項目とさ

れた事項についての環境調査も継続して行っており，原告らが指摘するクマ

タカやオオタカの存在や,､水質の状況についても調査結果によって把握した

上で，今後は「思川開発事業生態系保全委員会」における検討を経て，環境

保全措置の検討もしていく予定となっていることが認められ，以上によれば，

思川開発事業の前提となる利根川河川整備基本方針，ダム建設に関する基本

計画又は独立行政法人水資源機構法施行令２２条１項の判断のいずれかが著

しく合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得

ない暇疵が存するということはできず，被告による独立行政法人水資源機構

法２１条３項に基づく負担金の支出が違法ということはできない。

(4)原告らの主張について

ア原告らは，思川乙女地点の基本高水流量毎秒４０００立方メートルが過
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大であるとして，同地点の実績測量の最大値が平成１４年の毎秒３１３０

立方メートルであり，また，過去の実績測量（昭和２８年から平成１８年

まで）から水文統計ユーティリティを用いた統計確率計算で確認すると最

大値は毎秒３５７８立方メートルで，平均値も毎秒３０４立方メートルに

すぎないと主張し，この主張に沿う証拠（甲Ａ２，証人嶋津暉之）がある。

しかし，原告らの上記主張は，流量の実測がない昭和２８年より前の流

量を除くことが前提となっているところ，証拠（乙７２，７３の１．２）

によれば，思川乙女地点の流域の降雨量データは昭和１１年から存在して

おり，降雨量データから推定流量を算定することができるというのである

から，原告らの上記主張はその前提において採用できないというべきであ

る.原告らは，降j雨量データから流量を推計することは客観的でなく科学

的でもないとも主張するが，そもそも基本高水のピーク流量は洪水防御の

目標とする規模の最大流量を求めるものであることからすれば,流量の実

測がないことから，直ちにそれを考慮すべきでないということはできない。

イ原告らは，南摩ダムは思川に対する治水効果がないとして，同ダムへの

これまでの計画流入量は最大で毎秒６４立方メートルでしかなく，計画流

入量を流量確率法によって試算すれば，ＳＬＳＣが０．０３より小さく，

統計学的に最も妥当な値は毎秒１００立方メートルにとどまるから，毎秒

１３０立方メートルは過大であると主張し，また，引き伸ばし率が２倍以

上という不合理な計算がされていると主張する。

しかし，南摩ダム地点の計画流入量の最大値が毎秒６４立方メートルで

あるとの点については，原告らの主張は実測のない平成３年８月２０日に

おける最大流量を除いたものであるところ，証拠（甲Ｃ５２，乙７２，７

３の1.2)によれば同日における最大流量は，河川から溢水したため

に実測がなく，洪水痕跡から流量を推定することができることが認められ

る。また，統計学的に最も妥当な値が毎秒１００立方メートルであるとの
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点については，証拠（甲Ｃ５７）によれば，適当なＳＬＳＣの値は０．０

４以下であるとの見解があり，これを前提とすれば原告らの計算によって

も適合する値は毎秒９５立方メートルから毎秒１４４立方メートルの範囲

内にあるのであるから，原告らの主張は，適合する値のうちで最も妥当な

値を指摘するにすぎない。さらに，引き伸ばし率が２倍以上のものが含ま

れているとの点については，既に判示したとおり，これを不合理というこ

とはできない。

ウ原告らは，南摩ダムの利根川に対する治水効果の算定に当たっては，渡

良瀬遊水池の貯水効果が無視されており，渡良瀬遊水池の貯水効果を前提

とすれば，南摩ダムによって思川の洪水調節を図る必要はないと主張する。

しかし，利根川河川整備基本方針においては，渡良瀬川，思川及び巴波

川の利根川への合流量は，渡良瀬遊水池の洪水調節を加味して，利根川本

川の計画高水流量に影響を与えないこととされているのであって，利根川

水系全体としてバランスよく治水安全度を向上させる必要があることも考

慮すると，利根川本川の計画高水流量に影響を与えないとしたことが不合

理ということはできない。

エ原告らは，栃木県の思川圏域河川整備計画における計画流量配分図（甲

Ｃ５８）によれば，思川乙女地点における計画高水流量は毎秒３７００立

方メートルであるが，その算定方法は１／５０確率流量によるものであっ

て，県と国の治水計画は矛盾しており，これは治水計画がずさんであるこ

との根拠であると主張する。

しかし，証拠（甲Ｃ５８）及び弁論の全趣旨によれば，原告ら主張の事

実が認められるが，これは，県が，国の計画高水流量との整合性を保つた

めに合理式により確率評価を行った結果であるから，県の計算方法自体が

不合理ということはできないから，この点をもって国の計算方法までが不

合理であると認めることはできない。
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３水源地域対策特別措置法１２条１項１号に基づく思川開発事業の水源地域整

備事業の経費負担金及び思川開発事業に関する財団法人利根川・荒川水源地域

対策基金の事業経費負担金

上記認定説示したところによれば，上記各負担金の支出に係る各協定につい

て，その当事者が栃木県にとって必要のない事業であることを認識した上でし

たものと認めることはできない。

したがって，原告らの主張は採用できない。

６争点(2)（湯西川ダム建設事業に係る被告の負担金の支出は，「違法な行為」

（地方自治法２４２条の２第１項柱書）すなわち違法な公金の支出に当たる

か。）に対する判断

１河川法６０条に基づく湯西川ダム建設事業の負担金一

（１）前記説示のとおり，普通地方公共団体の住民が地方自治法２４２条の２第

１項１号に基づき当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の財務会計上の

行為の差止めを求めることができるのはソ当該財務会計上の行為それ自体が

財務会計法規上違法と評価される場合に限られるものというべきである。

そして，被告の河川法６０条１項に基づく負担金の支出の差止めが認めら

れるかどうかは〆負担金の支出自体が財務会計法規上違法と評価されるか否

かにかかわることになる。

ところで，国士交通大臣が，河川法６０条１項に基づく負担金について，

同法施行令３８条１項に基づき都府県に負担すべき額を通知した場合，同通

知を受けた都府県は，負担すべき費用を政令で定めるところにより国庫に納

付しなければならないから（河川法施行令３８条１項，河川法６４条），同

法施行令３８条１項に基づく通知の法的性質は，国士交通大臣が都府県に発

する具体的な費用負担の命令と解される。そして，①国が，道路，河川，砂

防，海岸，港湾等に係る重要な土木施設の新設及び改良など地方財政法１０

条の２に規定する事務を自ら行う場合，「地方公共団体が法律又は政令の定

、
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めるところによりその経費の一部を負担するときは，当該地方公共団体は，

その負担する金額（地方公共団体の負担金）を国に対して支出するものとす

る。」と規定し（同法１７条の２第１項），地方公共団体が負担金の予定額

に不服がある場合につき，総務大臣を経由して内閣に対し意見を申し出るこ

とができると規定していること（同条３項），②一級河川の河川管理施設た

るダムの建設については，国土交通大臣が，－級河川の河川管理者として

（河川法９条１項）プダム等の河川管理施設の建設を含む河川の管理の主体

であり，河川整備基本方針を定め（同法１６条），これに沿った河川整備計

画を定めておかなければならないとされていること（同法１６条の２），③

河川管理施設が特定多目的ダム法上の多目的ダムに当たる場合，国土交通大

臣は，その建設に関する基本計画を作成しなければならないこと（特定多目

的ダム法４条），以上のような河川法施行令３８条１項の通知の前提となる

河川整備基本方針，河川整備計画又はダム建設に関する基本計画に対して都

道府県に是正権限がないことに照らすと，河川整備基本方針及び河川整備計

画，更には河川管理施設であるダム建設に関する基本計画の策定の責任は，

国土交通大臣が負っており，地方公共団体が，河川整備基本方針，河川整備

計画又は建設に関する基本計画の内容自体を変更することはできず，河川法

施行令３８条１項の通知を受けた都道府県は，同通知の前提となった河川整

備基本方針，河川整備計画，ダム建設に関する基本計画自体又は都府県が河

川管理施設から利益を受けるとの国土交通大臣の判断が著しく合理性を欠き，

そのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない暇疵の存する場

合でない限り，同通知を尊重しその内容に応じた財務会計上の措置をとるべ

き義務があり，これを拒むことは許されないものと解するのが相当である。

原告らは，地方財政法２５条３項を根拠として，地方公共団体は，国土交

通大臣に対し，負担金の納付を拒むことができると主張するが，地方財政法

は，地方公共団体の財政（以下「地方財政」という。）の運営，国の財政と
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地方財政との関係等に関する基本原則を定めるものであり〆負担金の支出等

について具体的に定めた河川法施行令３８条１項の通知の性質を前提とする

と，地方財政法２５条３項を根拠として，負担金の支出を拒否すべき義務が

生じると解することはできず，原告らの上記主張を採用することはできない。

(2)そこで，原告らの主張する違法事由について，河川法施行令３８条１項の

通知の前提となった河川整備基本方針，河川整備計画，ダム建設に関する基

本計画自体又は都府県が河川管理施設から利益を受けるとの国土交通大臣の

判断が著しく合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の見地から

看過し得ない暇疵の存するか否かについて検討する。

ア治水効果

、

‐

鰊

証拠（甲Ａ２ないし４，，１ないし４，５の１．２，６，７の１．２，

８の１．２，９，２１，乙３４，４３，７０，７１の１．２，７８，７９

の１．２，証人嶋津暉之）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認めら

れる。

(ｱ）鬼怒川の治水計画について，昭和２４年の利根川改修改定計画が昭和

４０年４月１日に施行された利根川水系工事実施基本計画に引き継がれ

た。利根川水系工事実施基本計画は，洪水防御の目標（安全度）を，１

０年に１度発生する程度の洪水規模とした上で，鬼怒川の石井地点にお

ける基本高水流量毎秒５４００立方メートルを石井地点上流のダムによ

り毎秒４０００立方メートルに調節するとしていたが，その後，洪水防

御の目標（安全度）を１００年に－度程度に発生する洪水規模とするこ

ととされ，①鬼怒川の石井地点の基本高水流量を１／１００確率とし

て計算して毎秒８８００立方メートルとし，②これを石井地点の上流

ダムである五十里ダム，川俣ダム及び川治ダムによって毎秒２６００立

方メートルを調節して，計画高水流量を毎秒６２００立方メートルとし，

③石井地点の下流にある水海道においては，石井地点下流の河道内の
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貯留効果（河道形状の変更に伴い変化する）による低減量を考慮して毎

秒５０００立方メートルとする内容の改定案が立案され，同改定案は，

昭和４８年３月１日に建設大臣から河川審議会長に諮問され，同月１６

日，第１４回河川審議会計画部会の審議を経て，同月２０日，上記内容

で利根川水系工事実施基本計画の一部改定がされた。

(ｲ）利根川水系工事実施基本計画は，昭和５５年１２月，再度改定され，

石井地点における基本高水流量の増加に伴い，鬼怒川の利根川への合流

量が利根川の計画高水流量に影響を及ぼすこととなったため，鬼怒川に

ついて既設の五十里ダム，川俣ダム及び建設予定の川治ダムに加えて，

新規ダムの建設を検討することとされ，これに伴い，湯西川ダム建設に

関する基本計画が昭和６１年３月に公示された。

湯西川ダムの追加に伴う鬼怒川の治水計画は，湯西川ダムの計画放流

量を毎秒４０立方メートルとするとともに，湯西川ダム下流にある五十

里ダムの計画放流量を，当時の河道流下能力に合わせて毎秒１０００立

方メートルから毎秒５００立方メートルと改定した上で，従前どおり，

・石井地点の基本高水流量毎秒８８００立方メートルにつき,」上流ダム

（五十里ダム，川俣ダム，川治ダム及び湯西川ダム）によって毎秒２６

００立方メートルを調節することとされた。

(ｳ）平成９年法律第６９号による河川法の改正に伴い，工事実施基本計画

が河川整備基本方針と河川整備計画に区分され，利根川水系工事実施基

本計画に代わる利根川水系河川整備基本方針が平成１８年２月に策定さ

れた。

利根川水系河川整備基本方針では，石井地点の基本高水流量の検討が

され，昭和１１年から平成１４年までの６７年間のうち，石井地点の流

量観測が行われていた昭和１４年から昭和１６年まで。昭和２８年，昭

和３０年及び昭和３２年から昭和３４年までについては実測による流量
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データを用い，このほかの年については，同地点の実測水位と実測流量

をもとに算定したＨＱ換算流量又は流域の降雨量データから算定した推

定流量（計算流量）を流量データとして，貯留関数法によって１／１０

０確率規模の流量が求められた。

この結果，石井地点の基本高水流量は毎秒７０００立方メートルから

毎秒９０００立方メートルであるとの結果となり，平成１０年８月洪水

の実績降雨量が同年９月洪水の実績降雨パターンで発生した場合の最大

流量を計算した結果，毎秒８８００立方メートルとなったため，石井地

点の基本高水流量毎秒８８００立方メートルが維持された。

他方，上流４ダムによる洪水調節流量は，毎秒３４００立方メートル

とし，計画高水流量が毎秒５４００立方メートルに変更された。また，

石井地点下流の水海道における流量については，毎秒５０００立方メー

トルとすることが維持された。

環境影響評価

証拠（甲Ａ５，，１０ないし２０，２２，２３，乙７６，７７の１．２，
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証人花輪伸一)､及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。

(ｱ）湯西川ダムは，昭和５７年４月ころ，その建設に関する調査が開始さ

れ，昭和６０年６月，昭和５３年７月１日付け建設事務次官通達「建設

省所管事業に係る環境影響評価に係る当面の措置方針について」に基づ

き，水質，地形・地質，植物，動物，自然環境の５項目について環境影

響評価がされ，「湯西川ダム環境影響評価書」（甲Ｄ１０）が作成され

た。特定多目的ダム法に基づく「湯西川ダムの建設に関する基本計画」

（建設省告示第３１７号）は，昭和６１年３月１１日，告示された。

上記５項目に対する調査の結果及び環境予測概要のうち，水質につい

ては，昭和５３年及び昭和５６年に行われた調査の結果をもとに，生活

環境項目のうちＢＯＤ及び大腸菌群数は基準値を満たしていないが，そ
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のほかは基準値を満足するとして，湯西川ダム建設により佐貫地点の流

量が増加して，ＢｏＤが緩和されることで，水質汚濁が改善されると予

測された。地質・地形については，湯西川ダム湛水区域及びその周辺に

は，貴重な地形・地質は分布しないとして，湯西川ダムの建設に伴う環

境保全上問題ないとされた。植物については，昭和５３年の調査に基づ

き，流域内の注目すべき植物群落として白滝沢のトチノキ林，田代林道

のブナ林が存在するが，いずれもダム計画区域から遠く離れており，水

中植物の貴重種は存在しないとされ，動物については，貴重な鳥類とし

てイヌワシの生息が指摘されるが，現地調査では確認できず、またイヌ

ワシの営巣地となるような地形はない，そのほか湯西川に生息する両生

類，は虫類，魚類，昆虫等で貴重ないし注目すべきものはないとし，植

物動物ともに湯西川ダムの建設によって影響を受ける貴重ないし注目す

べきものはないとされた。自然景観については，ダム湖の出現により新．

たな景観が形成されるとされた。

そして，湯西川ダム周辺及び下流域への環境に対する重大な影響はな

ぐず若干の影響についても対策の実施によって影響をより少なくする効

果を有すると結論付けられた。

(ｲ）湯西川ダムについては，昭和６０年６月の環境影響評価の後も，環境

影響評価法に基づく環境影響評価の考え方を踏まえ，上記５項目に加え

て，大気環境，生態系，人と自然との触れ合い及び廃棄物等の項目も追

加した上で環境調査が継続され，平成１５年度湯西川ダム環境調査検討

業務報告書（甲Ｄ１１），平成１６年度湯西川ダム環境調査検討業務報

告書（甲Ｄ１２），平成１７年度湯西川ダム環境調査検討業務報告書

（甲Ｄ１３），同年度湯西川流域猛禽類調査検討業務報告書（甲Ｄ１

５），同年度湯西川水質調査業務報告書（甲Ｄ１９），平成１８年度湯

西川ダム環境調査検討業務報告書（甲Ｄ１４），同年度湯西川流域猛禽
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類調査検討業務報告書（甲Ｄ１６），同年度湯西川水質調査業務報告書

（甲Ｄ２０）がまとめられた。

昭和６０年６月に調査された事項についてみると，水質については，

湯西川，湯西川温泉上流，湯西川温泉下流等において水質調査が行われ

た結果，ＢＯＤと大腸菌群数が基準値を超えているとの結果となり，地

形・地質については，「－ツ石・平岩」が旧環境庁によってすぐれた自

然として選定されていたこと，赤下地区に存在する風穴等の存在が指摘

され汀植物については，新たに環境書レッドデータブックや栃木県レッ

ドデータブックに記載されている種が確認された旨，動物についてはク

マタカの営巣及びイヌワシの生息が報告されているほか，その他の両生

類，は虫類，魚類，昆虫についても環境書レッドデータブックや栃木県

レッドデータブックに記載されている種が確認された。

（ｳ）これを受けて，国士交通省は，赤下地区の風穴は，保全措置が不可能

であってそのメカニズム等の記録保存を行うこととし，風穴付近で確認

されたエゾヒョウタンボク等の植物は生息可能な類似環境の場所への移

植を予定し，動物については希少猛禽類プレモニタリング委員会を平成

１６年３月に設置後，委員会を開催して，湯西川ダム建設工事による猛

禽類の生息や繁殖活動への影響を最小限にとどめるための具体的な保全

措置等を検討し，特に，イヌワシ，クマタカについては，これらの営巣

地の中に工事区域に近いものがあり，工事による繁殖活動への影響を防

ぐため，低騒音・低震動の工法を採用したり，繁殖期間中に営巣地付近

の工事を実施しないなどの保全措置を講じている。

上記認定事実を前提に，湯西川ダムの治水効果，石井地点における基本高

水流量及び環境影響評価について，著しく合理性を欠き，そのためこれに予

算執行の適正確保の見地から看過し得ない暇疵があるといえるかどうかにつ

いて検討する。
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